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はじめに 
 

本市では、平成30(2018)年度を初年度とした「周南市高齢者プラン(第8次老人保健

福祉計画・第7期介護保険事業計画)」が終了することから、令和3 (2021)年度から令

和5 (2023)年度を計画期間とする「周南市高齢者プラン(第9次老人保健福祉計画・第

8期介護保険事業計画)」の策定を進めてまいりました。 

介護保険制度は、高齢者の自立支援を基本理念に掲げ、保健医療の向上及び福祉の増

進を図ることを目的として平成12（2000）年度に開始されました。それから21年が

経過し、制度開始以来、被保険者数、介護サービス利用者数ともに増加し続け、今や介

護を必要とする高齢者の生活になくてはならないものとなりました。 

本市においては、総人口が減少する反面、後期高齢者は増加し続けており、令和2

（2020）年9月末時点の高齢化率は32.8％となっており、75歳以上の後期高齢者、認

知症高齢者、高齢者単独世帯、高齢夫婦のみの世帯割合は年々増加し、地域が抱える課

題は多様化・複雑化しております。こうしたことから、高齢者を含めた地域住民が地域

の課題と向き合い、支え合う「地域共生社会」の実現に向けた取り組みが求められてい

ます。 

本計画では、「住み慣れた地域で支え合い、自分らしく安心して暮らせるまちづくり」

を基本理念として位置づけ、本市で暮らす全ての高齢者が「ここに住んでよかった」と

思えるように、ひとりひとりのこころに寄り添いながら、「ひと」と「ひと」が愛情や思

いやりで「こころ」をつなぐことができるよう地域の実情にあわせた地域包括ケアシス

テムについて、より一層の推進を図ります。 

また、世界中に感染が拡大した新型コロナウイルス感染症は、未だ完全には収束が見

通せない状況にあります。日夜感染収束にご尽力されておられる皆様に心より御礼申し

上げます。本市といたしましても新型コロナウイルス感染拡大により、浮き彫りとなっ

た感染症蔓延期における高齢者の健康維持や介護事業者の事業継続のための支援とい

った新たな課題について、地域の安定した生活基盤の確保に向けて、検討・取り組みを

進めてまいります。さらに災害時において、支援が必要となる高齢者を地域の中で適切

に把握し、支援できる体制を関係団体と連携して進めてまいります。 

結びに、本計画の策定にあたり、様々な見地から熱心にご審

議いただきました周南市高齢者保健福祉推進会議の委員の皆

さまに謹んでお礼を申し上げるとともに、数多くの貴重なご意

見、ご提言をお寄せ頂きました市民や関係者の皆さまに心より

感謝申し上げます。 

 

令和３年３月 
 

周南市長   藤井 律子  
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第 章    計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨 

わが国では、令和２（2020）年10月時点の推計人口において、65歳以上

の人口が3,619万人を超えており、総人口１億2,588万人のうち28.7％を占

めています。高齢者数は令和24（2042）年頃まで増加し、その後も、75歳

以上の人口割合については増加し続けることが予想されています。 

高齢化の急速な進行に伴い、地域社会では高齢者をめぐるさまざまな問題が

浮かび上がっています。一人暮らしの高齢者及び高齢者のみの世帯の更なる増

加や孤立化、認知症高齢者の増加、介護をする家族の負担増やそれに伴う介護

離職*の増加、高齢者虐待*などへの対応が課題としてあげられます。 

国においては、高齢社会対策の推進にあたり基本的考え方を明確にし、分野

別の基本的施策の展開を図るべく、平成30（2018）年２月16日に「高齢社

会対策大綱」を閣議決定しました。 

この大綱は、「高齢者を支える」とともに、意欲ある高齢者の能力発揮を可能

にする社会環境を整え、また、高齢者のみならず若年層も含め、全ての世代が

満ち足りた人生を送ることのできる環境を作ることを目的としています。 

この大綱に基づき、国は、令和７（2025）年を目途に、高齢者の尊厳の保

持と自立生活の支援の目的のもと、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい

暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サー

ビス提供体制（地域包括ケアシステム）の一層の推進を図ることとしています。 

また、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超え

て、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資

源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで住民一人ひとりの暮らしや

生きがいを地域とともに創る社会「地域共生社会」の実現が求められています。 

さらに、国においては、「認知症施策推進大綱」「認知症施策推進総合戦略（新

オレンジプラン）」に基づき認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望をも

って日常生活を過ごせる社会をめざし、「共生」と「予防」を車の両輪として施

策を推進しています。引き続き「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」

に沿った、理解の促進・啓発、適時・適切な医療・介護等の提供、家族介護者

への支援、地域での見守り体制整備、高齢者の虐待防止と権利擁護の推進等へ

の取り組みが求められています。 
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加えて、平均寿命が延びている一方、介護が必要となる期間が増加しており、

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間（健康寿命）を

延伸することも求められています。 

こうした中、国の社会保障審議会介護保険部会での議論を踏まえ、第８期計

画において重点的に取り組むべき項目として、次の５つがあげられています。 

１．介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸） 

２．保険者機能の強化（地域の特性に応じたつながりの強化・マネジメント 

機能の強化） 

３．地域包括ケアシステムの推進（多様なニーズに対応した介護の提供・ 

整備） 

４．認知症「共生」・「予防」の推進 

５．持続可能な制度の再構築・介護現場の革新 

本市では、平成30（2018）年度からの第７期計画において、「住み慣れた

地域で“共に”支え合うまちづくり」を本計画の基本理念とし、「共に支え合い、

共に助け合い、共に分かち合い、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続

けられる地域社会の実現」を基本目標に、次の４項目を計画目標にして進めて

きました。 

＜計画目標＞ 

１．健康づくり・介護予防の総合的な推進 

２．高齢者が活躍できる社会づくりの推進 

３．地域包括ケアシステムの深化・推進 

４．介護保険制度の円滑な運営 

「周南市高齢者プラン（第９次老人保健福祉計画・第８期介護保険事業計画）」

（以下「本計画」という。）においては、第７期計画の取り組みや方向性を承継

し、「団塊の世代」が75歳以上となる令和７（2025）年を目途に、重度の要

介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるよう、医療・介護・介護予防・住まい及び自立した日常生活

の支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」の深化・推進を図るた

めの取り組みを推進していきます。また、国、県及び関係機関と連携し、高齢

者施設等における感染症対策を推進していきます。 

そのうえで、目標年度となる令和５（2023）年の高齢者介護のあるべき姿

を念頭に置きながら、高齢者及びその家族の実態と意向を反映するとともに、

地域の実情を踏まえ、地域にふさわしいサービス提供体制の実現をめざしてい

ます。 
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２ 計画の位置づけと他計画との整合 

本計画は、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８に基づく老人

福祉計画及び介護保険法（平成9年法律第123号）第117条の規定に基づく介

護保険事業計画として、両計画を一体的に策定します。 

また、本計画は、国、県等の関連計画と連携を図るとともに、本市の上位計

画である「第２次周南市まちづくり総合計画 後期基本計画」を基本とし、第

４次周南市地域福祉計画等の計画と連携がとれた計画とします。 

 

図表 1-1 他計画との関係 
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３ 計画の期間 

本計画の対象期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度まで

の３年間とし、第７期計画を引継ぎ、団塊の世代が75歳になる令和７（2025）

年までの中長期的な視野に立った見通しを示しています。 
 

図表 1-2 計画の期間 
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４ 介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保する 
ための基本指針のポイント 

国の基本指針において、第８期計画において記載を充実する事項として以下

の項目が示されています。 

 

 

（１）2025・2040 年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

（２）地域共生社会の実現 

（３）介護予防・健康づくり施策の充実・推進 

（地域支援事業*等の効果的な実施） 

（４）有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・ 

市町村間の情報連携の強化 

（５）認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

（６）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の 

取り組みの強化 

（７）災害や感染症対策に係る体制整備 

 

  

 
第８期計画 
2021～2023 

第９期計画 
2024～2026 

第７期計画 
2018～2020 

＜2025 年までの中長期的な見通し＞ 
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５ 計画の策定体制と市民参画 

本計画は、市民の意見を反映するための機会をもうけ、幅広い意見を聴きな

がら策定しました。 

（１）高齢者保健福祉推進会議の開催 

本計画の策定にあたり、周南市高齢者保健福祉推進会議を通じて、協議・検

討を行いました。委員の構成については、幅広い意見を集約するため、学識経

験者のほかに市民、医療・保健・福祉分野の関係者、地域団体代表者等から選

定しました。会議は公開で開催し、議事録や資料をホームページに掲載しまし

た。（http://www.city.shunan.lg.jp/soshiki/25/） 

本計画の策定にあたり、関係各課等からの意見や情報の集約、高齢者保健福

祉向上のための協力体制の強化等を目的として、必要に応じて各課担当者との

打ち合わせや調整を随時行いました。 

（２）アンケート調査の実施（結果をP12以降に記載） 

高齢者の日常の生活状況や健康状態等を把握するため、要介護1から要介護

5以外の方で65歳以上の高齢者を無作為に抽出し、令和2（2020）年5月に

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を行いました。調査は、郵送配布・郵送回

収、無記名方式で実施しました。また、「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と

「家族等介護者の就労継続」の実現に向け、要介護認定者の更新申請又は変更

申請の対象者の方を対象に、令和元（2019）年6月1日から令和2（2020）

年４月３0日までの間で在宅介護実態調査を行いました。 

 
図表 1-3 回収結果 

 

 調査対象者数 有効回答数 有効回答率 

介護予防・日常生活圏域
ニーズ調査 

2,000 人 1,506 通 75.3％ 

在宅介護実態調査 363 通 363 通 100％ 

※新型コロナウイルス感染症の影響は考えずに普段の生活を意識して回答を 

お願いした。 
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（３）パブリックコメントの実施 

「2021年１月15日号広報しゅうなん」に、パブリックコメントの意見募集

案内を掲載して周知を図るとともに、令和3（2021）年１月15日から2月15

日にかけて、「第９次老人保健福祉計画・第８期介護保険事業計画（案）」につ

いて、市施設での閲覧やホームページへの掲載を行い、案に対する意見を募り

ました。 
 

 

６ 地域で高齢者福祉を担う主体と役割 

（１）周南市・地域包括支援センター 

行政、地域包括支援センター*（市での愛称：いきいきさぽーと）が連携、一

体となって、高齢者福祉施策及び介護保険施策を総合的に推進し、高齢者の生

きがいづくりや健康づくり、介護予防の支援を行います。また、市は、保険者

として、介護保険事業の適正な運営、介護保険制度や介護サービスに関する情

報提供や開示に努めます。  

さらに、高齢者一人一人が、住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できる

よう、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた地域社会の仕組みづくりや

環境づくりに努めます。 

（２）周南市社会福祉協議会 

周南市社会福祉協議会*は、地域福祉の推進役として、地域社会における多様

な住民活動の橋渡し役となり、住民主体による支え合いの地域社会の実現、ま

た、地域の福祉力の向上を支援する役割を担います。 

また、市民が自分の力を発揮できる部分を見いだし、協働を基調としながら

地域福祉を推進する役割を担います。 

（３）地域（地域組織・ボランティア団体・NPO等） 

地域で支えあって暮らせるまちをつくるためには、地域住民、民生委員児童

委員協議会、コミュニティ推進協議会、自治会連合会、ボランティア個人・団

体、ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）、民間事業者等、多様な主体がそれぞれ

の特徴を活かし、地域社会の担い手としての役割を果たすことが重要です。 

個々の主体が活動を推進し、地域社会の担い手としての役割を果たすよう、

各主体との連携を図ります。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 周南市の現状 
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年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

高齢者人口（65歳以上） 高齢化率

 

第 章    周南市の現状 

 

１ 周南市の現状 

（１）年齢３区分別人口の推移と推計 

本市の総人口は、年々減少しており、令和２（2020）年に141,287人とな

っています。一方で高齢者人口は増加を続け、高齢化率も緩やかに増加してお

り、令和２（2020）年に32.8％となっています。 

 

図表 2-1 年齢３区分別人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績は住民基本台帳（各年 9 月末日現在）、推計は住民基本台帳を基にコーホート変化率法で算出 

  

18,211 17,719 17,262 16,890 16,496 16,113 15,659 15,198 14,249 9,219

83,329 81,914 80,710 79,589 78,426 77,318 76,369 75,398 73,495
54,282
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40,958
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高齢化率

（％）
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年 年 年 年 年

前期高齢者人口（65～74歳） 後期高齢者人口（75歳以上）

前期高齢化率 後期高齢化率

 

（２）前期高齢者、後期高齢者の推移と推計 

本市の高齢者人口の内訳をみると、前期高齢者（65～74歳）は年々減少し、

令和２（2020）年で22,257人となっています。また、後期高齢者（75歳以

上）は年々増加しており、令和２（2020）年で24,108人となっています。 
 

図表 2-2 前期高齢者、後期高齢者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績は住民基本台帳（各年 9 月末日現在）、推計は住民基本台帳を基にコーホート変化率法で算出 

 

（３）高齢者世帯数の推移（単身、夫婦のみ、高齢者を含む世帯数） 

一般世帯は、平成27（2015）年は61,890世帯と、平成17（2005）年

の60,339世帯に比べ1,551世帯増加しています。また、高齢者単独世帯と高

齢夫婦のみの世帯割合は年々増加しています。 
 

図表 2-3 高齢者世帯数の推移（単身、夫婦のみ、高齢者を含む世帯数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

23,302 23,125
22,881 22,390 22,257 22,203

20,980 19,941
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一般世帯 高齢単独世帯 高齢夫婦のみの世帯

高齢単独世帯の割合 高齢夫婦のみの世帯の割合

一般世帯 高齢単独世帯 高齢夫婦のみの世帯

高齢単独世帯の割合 高齢夫婦のみの世帯の割合

一般世帯 高齢単独世帯 高齢夫婦のみの世帯

高齢単独世帯の割合 高齢夫婦のみの世帯の割合
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図表 2-4 【参考】地区（圏域）別高齢者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和 2（2020）年 9 月末日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-5 地区（圏域）図 

 

図表 2-6 【参考】地区（圏域）別高齢化率 

単位：％ 

区域 高齢化率 

東部地区 38.2 

中央１地区 30.4 

中央２地区 32.1 

中央３地区 28.8 

中央４地区 27.9 

西部地区 38.3 

北部地区 47.2 

資料：住民基本台帳            

（令和 2（2020）年 9 月末日現在） 

 

 

 

  

※日常生活圏域の区域 

①東 部・・・旧熊毛町          

②中央１・・・久米、櫛浜、鼓南 

③中央２・・・周陽、桜木、秋月、岐山、大津島   

④中央３・・・遠石、関門、中央、今宿 

⑤中央４・・・富田、菊川                     

⑥西 部・・・福川、夜市、戸田、湯野、和田 

⑦北 部・・・須々万、長穂、向道、中須、須金、旧鹿野町 

後期高齢者 前期高齢者 高齢化率

北部 

中央２ 

東部 

中央１ 

中央３ 

中央４ 西部 

2,992 2,575

4,408 4,073 4,075 3,452
2,533

2,713
2,354

4,146 4,236 3,732

3,023

2,053

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

東部地区 中央１地区 中央２地区 中央３地区 中央４地区 西部地区 北部地区

(人)
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（４）要支援・要介護認定者の推移 

本市の要支援・要介護認定者数は年によって増減はしているものの、平成28

（2016）年に比べ令和２（2020）年では減少し7,059人となっています。 

 

図表 2-7 要支援・要介護認定者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業報告月報（各年９月末日現在） 

 

図表 2-8 性別・要介護度別の認定者数 

 

項目 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

男
性 

65～69歳 19 9 19 20 11 11 11 

70～74歳 29 30 46 42 22 33 14 

75～79歳 52 41 89 54 37 44 31 

80～84歳 63 38 117 72 53 59 32 

85～89歳 70 47 136 91 70 55 39 

90歳以上 44 35 99 60 53 36 23 

女
性 

65～69歳 7 17 18 9 12 9 13 

70～74歳 42 38 70 38 24 23 25 

75～79歳 108 79 147 68 33 46 43 

80～85歳 165 135 242 149 98 85 79 

85～89歳 195 210 411 240 160 172 124 

90歳以上 112 158 428 315 250 301 205 

資料：介護保険事業報告月報（令和２（2020）年９月末日現在） 

※要支援・要介護認定者は１号被保険者のみ 

  

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

1,025 998 872 895 906

839 798 780 803 837

1,788 1,863 1,839 1,862 1,822

1,257 1,158 1,109 1,079 1,158

863 785 777 809 823

835 808 856 843 874

643 598 616 625 639

7,250 7,008 6,849 6,916 7,059

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成28年

(2016)

平成29年

(2017)

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

(人)
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（５）要介護認定率の比較 

本市の要介護認定率は、平成28（2016）年の16.0％から年々減少し、平

成30（2018）年に14.9％となりましたが、以降は微増傾向にあります。 

 

図表 2-9 要介護認定率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業報告月報（各年９月末日現在） 

 

（６）認知症高齢者の推移 

令和元（2019）年10月時点で、要支援・要介護認定を受けている高齢者の

認知症の日常生活自立度別にみると、Ⅱa以上は4,999人となっており、平成

27（2015）年に比べ減少しています。 

 

図表 2-10 認知症高齢者自立度の状況 

 

  自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 

平成 27 年 

（2015） 
1,037 1,591 

 

平成 28 年 

（2016） 

平成 29 年 

（2017） 

平成 30 年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 4,999 

出典：認知症高齢者自立度の状況（地域包括ケア見える化システム）  

周南市 山口県 全国

16 .0 
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18.0 18.1 18.3 18.5 18.6 

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

平成28年

(2016)

平成29年

(2017)

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年
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（％）
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２ アンケート調査結果からみえる現状 

Ｐ5で示したアンケート結果は以下の通りです。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果：P12～31 

在宅介護実態調査：P32～35 

（１）家族や生活状況について 

① 家族構成 

「夫婦2人暮らし（配偶者65歳以上）」の割合が35.5％と最も高く、次いで

「1人暮らし」の割合が28.4％、「息子・娘との2世帯」の割合が12.5％とな

っています。 

図表 2-11 家族構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➁ 普段の生活で介護・介助が必要か 

「介護・介助は必要ない」の割合が84.1％と最も高くなっています。 

 

図表 2-12 普段の生活で介護・介助が必要か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答は各質問の回答者数を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数点以下第２位を四

捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

※複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方になる

ため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。  

回答者数 =

　 1,506 28.4 35.5 5.0 12.5 15.2 3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

　 1,506 84.1
6.0

3.5 6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1 人暮らし 夫婦2 人暮らし（配偶者65歳以上）

夫婦2 人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との2 世帯

その他 無回答

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）

無回答
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➂ 介護・介助が必要になった主な原因（複数回答可） 

普段の生活でどなたかの介護・介助が必要な人のうちでは、「高齢による衰

弱」の割合が18.3％と最も高く、次いで「骨折・転倒」の割合が16.2％、「脳

卒中（脳出血・脳梗塞等）」の割合が15.5％となっています。 

 

図表 2-13 介護・介助が必要になった主な原因 
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（２）からだを動かすことについて 

① 週に１回以上の外出の有無 

「週2～4回」の割合が45.8％と最も高く、次いで「週5回以上」の割合が

35.4％、「週1回」の割合が12.9％となっています。 

 

図表 2-14 週に１回以上の外出の有無 

 

 

 

 

 

➁ 昨年と比べての外出の回数について 

「とても減っている」と「減っている」をあわせた“減っている”の割合が

29.6％、「あまり減っていない」と「減っていない」をあわせた“減っていな

い”の割合が68.8％となっています。 

 

図表 2-15 昨年と比べての外出の回数について 

 

 

 

 

 

 

 

➂ 外出を控えているかについて 

「はい」の割合が26.8％、「いいえ」の割合が70.8％となっています。 

 

図表 2-16 外出を控えているかについて 

 

 

 

 

  

ほとんど外出しない 週1 回 週2 ～4 回 週5 回以上 無回答

回答者数 =

　 1,506 4.4 12.9 45.8 35.4 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても減っている 減っている あまり減っていない

減っていない 無回答

回答者数 =

　 1,506 5.3 24.3 33.9 34.9 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

回答者数 =

　 1,506 26.8 70.8 2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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➃ 外出を控えている理由（複数回答可） 

「足腰などの痛み」の割合が38.5％と最も高く、次いで「外での楽しみがな

い」の割合が18.4％、「交通手段がない」の割合が18.1％となっています。 

 

図表 2-17 外出を控えている理由 
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➄ 外出する際の移動手段（複数回答可） 

「自動車（自分で運転）」の割合が57.0％と最も高く、次いで「徒歩」の割

合が44.5％、「自転車」の割合が20.1％となっています。 

 

図表 2-18 外出する際の移動手段 
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（３）毎日の生活について 

① 物忘れが多いか 

「はい」の割合が41.3％、「いいえ」の割合が54.6％となっています。 

 

図表 2-19 物忘れが多いか 

 

 

 

 

 

 

➁ 趣味の有無 

「趣味あり」の割合が69.3％、「思いつかない」の割合が23.6％となってい

ます。 

 

図表 2-20 趣味の有無 

 

 

 

 

 

 

 

➂ 生きがいの有無 

「生きがいあり」の割合が54.9％、「思いつかない」の割合が35.7％となっ

ています。 

 

図表 2-21 生きがいの有無 

 

 

 

 

  

はい いいえ 無回答

回答者数 =

　 1,506 41.3 54.6 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

趣味あり 思いつかない 無回答

回答者数 =

　 1,506 69.3 23.6 7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生きがいあり 思いつかない 無回答

回答者数 =

　 1,506 54.9 35.7 9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④ 今後の日常生活の中での困りそうなことや不安なことについて 

（複数回答可） 

「特にない」の割合が39.4％と最も高く、次いで「庭の掃除（草刈りなど）」

の割合が20.5％、「家の中の簡単な修理や電球の交換」の割合が20.4％となっ

ています。 
 

図表 2-22 今後の日常生活の中での困りそうなことや不安なことについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 今後の日常生活の中での困りそうなことや不安なことについて地域の中

でお互いが助け合うことや、そのためのしくみが必要だと思うか 

「はい」の割合が72.6％、「いいえ」の割合が15.2％となっています。 
 

図表 2-23 今後の日常生活の中での困りそうなことや不安なことについて 

地域の中でお互いが助け合うことや、そのためのしくみが必要だと思うか 

 

 

  

はい いいえ 無回答

回答者数 =

　 1,506 72.6 15.2 12.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）地域での活動について 

① 地域での活動への参加について（一般高齢者） 

すべての項目で「参加していない」の割合が最も高くなっており、特に④学

習・教養サークル、⑤週１回いきいき百歳体操*など介護予防のための通いの

場、⑥老人クラブで「参加していない」の割合が高く、約６割となっています。

一方、いずれにも参加していない人の割合は18.6％となっています。 

また、⑧収入のある仕事で「週4回以上」の割合が、⑦町内会・自治会で「年

に数回」の割合が高くなっています。 

 

図表 2-24 地域での活動への参加について（一般高齢者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,506

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤週１回いきいき百歳体操など
    介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町内会・自治会

⑧収入のある仕事

0.8

2.7

1.5

0.4

1.1

0.2

0.9

13.0

1.0

6.8

4.1

0.7

1.1

0.4

0.5

6.9

1.4

4.5

5.6

2.1

3.1

0.5

0.7

1.3

4.9

2.9

10.7

3.0

1.7

1.5

4.3

1.8

6.4

1.7

4.4

2.2

0.7

4.8

31.2

2.1

54.9

51.4

47.3

58.2

60.7

59.5

34.1

47.5

30.5

30.0

26.4

33.5

31.7

33.1

28.3

27.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回

年に数回 参加していない 無回答
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➁ 地域でのグループ活動への参加者としての参加意向 

「参加してもよい」の割合が44.6％と最も高く、次いで「参加したくない」

の割合が35.5％となっています。 

 

図表 2-25 地域でのグループ活動への参加者としての参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

➂ 地域でのグループ活動への企画・運営としての参加意向 

「参加したくない」の割合が55.6％と最も高く、次いで「参加してもよい」

の割合が30.8％となっています。 

 

図表 2-26 地域でのグループ活動への企画・運営としての参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

  

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答

回答者数 =

　 1,506 8.6 44.6 35.5 5.1 6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答

回答者数 =

　 1,506 2.9 30.8 55.6 3.5 7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（５）たすけあいについて 

① 心配事や愚痴を聞いてくれる人（複数回答可） 

「友人」の割合が46.2％と最も高く、次いで「配偶者」の割合が45.6％、

「別居の子ども」の割合が40.7％となっています。 

図表 2-27 心配事や愚痴を聞いてくれる人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➁ 病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人（複数回答可） 

「配偶者」の割合が48.1％と最も高く、次いで「別居の子ども」の割合が

39.3％、「同居の子ども」の割合が21.3％となっています。 

図表 2-28 病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人 
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（６）健康について 

① 現在の健康状態について 

「とてもよい」と「まあよい」をあわせた“よい”の割合が74.7％、「あま

りよくない」と「よくない」をあわせた“よくない”の割合が21.7％となって

います。 
 

図表 2-29 現在の健康状態について 

 

 

 

 

 

 

（７）認知症にかかる相談窓口の把握について 

① 認知症に関する相談窓口の認知度 

「はい」の割合が25.9％、「いいえ」の割合が68.1％となっています。 
 

図表 2-30 認知症に関する相談窓口の認知度 

 

 

 

 

 

 

（８）地域の通いの場について 

① 通いの場（週 1回いきいき百歳体操）の認知度 

「知っている」の割合が36.1％、「知らない」の割合が57.8％となっていま

す。 

図表 2-31 通いの場（週 1 回いきいき百歳体操）の認知度 

 

 

  

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

回答者数 =

　 1,506 10.2 64.5 18.8 2.9 3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

回答者数 =

　 1,506 25.9 68.1 6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

回答者数 =

　 1,506 36.1 57.8 6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 認知症カフェ（認知症の人やそのご家族、地域の人や専門家が相互に情

報を共有し、お互いを理解し合う場）の認知度 

「知っている」の割合が12.0％、「知らない」の割合が79.5％となっていま

す。 

 

図表 2-32 認知症カフェ（認知症の人やそのご家族、地域の人や 

専門家が相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場）の認知度 

 

 

 

 

 

 

（９）医療や介護、認知症について 

① 今後、病気や要介護状態になった場合の希望する暮らし方について 

「いつまでも住み慣れた地域で暮らしたい」の割合が40.7％と最も高く、次

いで「医療、介護体制の整った施設に入りたい」の割合が27.0％、「わからな

い」の割合が20.8％となっています。 

 

図表 2-33 今後、病気や要介護状態になった場合の希望する暮らし方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っている 知らない 無回答

回答者数 =

　 1,506 12.0 79.5 8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

　 1,506 40.7 3.8 27.0 20.8 7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いつまでも住み慣れた地域で暮らしたい

地域をはなれても家族と暮らしたい

医療、介護体制の整った施設に入りたい

わからない

無回答
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② 人生の最終段階になっても、在宅医療サービス（医師による訪問診療、

訪問看護など）や介護サービス（ホームヘルプなど）を受けながら、自

宅で過ごすことができることの認知度 

「知っている」の割合が59.7％と最も高く、次いで「知らない」の割合が

22.8％、「どちらともいえない」の割合が11.0％となっています。 

 

図表 2-34 人生の最終段階になっても、在宅医療サービス（医師による訪問診療、訪問看護など） 

や介護サービス（ホームヘルプなど）を受けながら、自宅で過ごすことができることの認知度 

 

 

 

 

 

 

 

③ 最寄りの地域包括支援センター（いきいきさぽーと）で、介護や認知症

など、高齢者の困りごと全般について相談できることの認知度 

「知らない」の割合が56.4％と最も高く、次いで「知っている」の割合が

30.7％、「どちらともいえない」の割合が10.1％となっています。 

 

図表 2-35 最寄りの地域包括支援センター（いきいきさぽーと）で、介護や認知症など、 

高齢者の困りごと全般について相談できることの認知度 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 1,506 59.7 22.8 11.0 6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない どちらともいえない 無回答

知っている 知らない どちらともいえない 無回答

回答者数 =

　 1,506 30.7 56.4 10.1 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（10）生活機能評価等に関する分析（ニーズ調査） 

① 機能別リスク該当者割合の分析 

ア 運動器機能 

国の手引きをもとに、調査票の以下の設問を抽出し、５項目のうち３項目以

上に該当する人を運動器機能低下のリスク該当者と判定しました。 

 

【判定設問】 

設問 該当する選択肢 

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか。 ３．できない 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっています

か。 

３．できない 

15分位続けて歩いていますか。 ３．できない 

過去 1年間に転んだ経験がありますか。 
１．何度もある 

２．１度ある 

転倒に対する不安は大きいですか。 
１．とても不安である 

２．やや不安である 

 

【リスク該当状況】 

国の手引きに基づく運動器の評価結果をみると、全体平均で11.0％が運動

器機能低下のリスク該当者となっています。 

性別・年齢階級別にみると、男女とも年齢が高くなるにつれ機能低下該当者

の割合が高くなっており、特に75～79歳から80～84歳にかけては、男性で

は9.1ポイント、女性では16.4ポイント増加しており、80歳以上で運動器機

能の低下が著しくなっていると考えられます。 

 

図表 2-36 リスク該当状況（運動器機能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
男性 (163) (181) (125) (82) (36)

女性 (195) (226) (172) (99) (58)

※要支援認定者を除く (　）内は有効回答数

3.1 5.0

10.4
19.5

25.0

6.7
9.7

9.9

26.3
29.3

11.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

男性

女性

全体平均

（％） 【性別・年齢階級別】
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イ 閉じこもり 

国の手引きをもとに、調査票の以下の設問を抽出し、該当する人を閉じこも

り傾向のリスク該当者と判定しました。 

 

【判定設問】 

設問 該当する選択肢 

週に 1 回以上は外出していますか。 
１．ほとんど外出しない 

２．週１回 

 

【リスク該当状況】 

国の手引きに基づく閉じこもりの評価結果をみると、全体平均で16.2％が

閉じこもり傾向のリスク該当者となっています。 

性別・年齢階級別にみると、70歳以降では男性に比べ女性でリスク該当者の

割合が高くなっており、女性の85歳以上でのリスク該当者割合は、男性より

14.8ポイント高い、42.6％となっています。また、男女とも70～74歳から

75～79歳にかけて約10ポイント増加しており、75歳以上でリスクが高くな

ると考えられます。 

 

図表 2-37 リスク該当状況（閉じこもり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性 (164) (182) (126) (86) (36)

女性 (198) (232) (180) (105) (61)

※要支援認定者を除く (　）内は有効回答数

8.5

11.0
13.5

24.4
27.8

8.1

12.1

20.6

31.4

42.6

16.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

男性

女性

全体平均

（％） 【性別・年齢階級別】
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ウ 転倒 

国の手引きをもとに、調査票の以下の設問を抽出し、該当する人を転倒のリ

スク該当者と判定しました。 

 

【判定設問】 

設問 該当する選択肢 

過去 1 年間に転んだ経験がありますか。 
１．何度もある 

２．１度ある 

 

【リスク該当状況】 

国の手引きに基づく転倒の評価結果をみると、全体平均で31.2％が転倒リ

スクの該当者となっています。 

性別・年齢階級別にみると、75～79歳を除いた年代では、男性に比べて女

性で転倒リスク該当者の割合が高くなっています。また、女性では70歳以降は、

年齢とともに転倒リスク該当者の割合が高くなるのに対して、男性では85歳

以上では転倒リスク該当者の割合が減少しています。 

 

図表 2-38 リスク該当状況（転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性 (163) (182) (126) (86) (36)

女性 (199) (232) (180) (105) (61)

※要支援認定者を除く (　）内は有効回答数

24.5
27.5

33.3
33.7

30.6

32.2

29.7

32.8

36.2

41.0

31.2

20.0

30.0

40.0

50.0

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

男性

女性

全体平均

（％） 【性別・年齢階級別】
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エ 栄養 

国の手引きをもとに、調査票の以下の設問を抽出し、２項目のすべてに該当

する人を低栄養状態のリスク該当者と判定しました。 

 

【判定設問】 

設問 該当する選択肢 

身長・体重をご記入ください。 
ＢＭＩ（体格指数）

18.5 未満 

６か月間で２～３kg 以上の体重減少がありましたか。 １．はい 

 

【リスク該当状況】 

国の手引きに基づく栄養の評価結果をみると、全体平均で2.2％が低栄養状

態のリスク該当者となっています。 

性別・年齢階級別にみると、女性では年齢が高くなるにつれ低栄養状態のリ

スク該当者の割合が高くなる傾向がみられます。 

 

図表 2-39 リスク該当状況（栄養） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性 (152) (175) (120) (83) (33)

女性 (194) (221) (172) (99) (57)

※要支援認定者を除く (　）内は有効回答数

3.3

0.0

3.3

1.2 0.0

1.0

3.2

2.3

3.0

5.3

2.2

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

男性

女性

全体平均

（％） 【性別・年齢階級別】
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オ 口腔機能 

国の手引きをもとに、調査票の以下の設問を抽出し、３項目のうち２項目以

上に該当する人を口腔機能低下のリスク該当者と判定しました。 

 

【判定設問】 

設問 該当する選択肢 

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか。 １．はい 

お茶や汁物等でむせることがありますか。 １．はい 

口の渇きが気になりますか。 １．はい 

 

【リスク該当状況】 

国の手引きに基づく口腔機能の評価結果をみると、全体平均で24.1％が口

腔機能低下のリスク該当者となっています。 

性別・年齢階級別にみると、75歳以降の口腔機能低下のリスク該当者の割合

は、女性では約３割で推移しているのに対し、男性では80～84歳から85歳以

上にかけて増加しています。 

 

図表 2-40 リスク該当状況（口腔機能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性 (157) (173) (124) (86) (33)

女性 (195) (227) (173) (105) (54)

※要支援認定者を除く (　）内は有効回答数

17.2
20.2

27.4
27.9

45.5

19.0

19.4

31.8 32.4
27.8

24.1

0.0

20.0

40.0

60.0

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

男性

女性

全体平均

（％） 【性別・年齢階級別】
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カ 認知機能 

国の手引きをもとに、調査票の以下の設問を抽出し、以下の項目に該当する

人を認知機能低下のリスク該当者と判定しました。 

 

【判定設問】 

設問 該当する選択肢 

物忘れが多いと感じますか。 １．はい 

 

【リスク該当状況】 

国の手引きに基づく認知機能の評価結果をみると、全体平均で41.9％が認

知機能低下のリスク該当者となっています。 

性別・年齢階級別にみると、年齢によるばらつきはあるものの、おおむね男

女とも年齢とともに認知機能低下のリスク該当者の割合が増加する傾向がみ

られます。 

 

図表 2-41 リスク該当状況（認知機能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性 (159) (175) (125) (86) (33)

女性 (196) (226) (173) (104) (58)

※要支援認定者を除く (　）内は有効回答数

39.0 37.1

42.4

50.0
54.5

38.3
35.8

52.0

42.3

50.0

41.9

20.0

40.0

60.0

80.0

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

男性

女性

全体平均

（％） 【性別・年齢階級別】
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キ うつ 

国の手引きをもとに、調査票の以下の設問を抽出し、２項目のうち１項目以

上に該当する人をうつ傾向のリスク該当者と判定しました。 

 

【判定設問】 

設問 該当する選択肢 

この 1 か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりするこ

とがありましたか。 
１．はい 

この 1 か月間、どうしても物事に対して興味がわかない、あるいは心

から楽しめない感じがよくありましたか。 
１．はい 

 

【リスク該当状況】 

国の手引きに基づくうつ傾向の評価結果をみると、全体平均で47.0％が該

当者となっています。 

性別・年齢階級別にみると、男女とも75～79歳から80～84歳にかけて、

うつ傾向のリスク該当者割合が減少するものの、85歳以上にかけて再度増加

しています。 

 

図表 2-42 リスク該当状況（うつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性 (159) (174) (116) (80) (31)

女性 (192) (223) (166) (95) (59)

※要支援認定者を除く (　）内は有効回答数

42.1
45.4

50.0

37.5

51.6
49.0 50.2 50.6

42.1
49.2

47.0

20.0

40.0

60.0

80.0

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

男性

女性

全体平均

（％） 【性別・年齢階級別】
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（11）在宅介護実態調査について 

① 施設等への入所・入居の検討状況について 

施設等の検討状況は、「検討していない」が83.7％、「検討中」もしくは「申

請済み」が12.9％でした。 

 

図表 2-43 施設等検討の状況 

 

 

② 家族や親族の方からの介護 

主な介護者の就労状況別に、家族が行っている介護の内容等をみると、家族

等による介護の頻度は、フルタイム勤務・パートタイム勤務では、就労してい

ない場合と比べて、介護の頻度は低くなっています。 

 

図表 2-44 就労状況別・家族等による介護の頻度 

 

  

83.7% 8.8% 4.1% 3.3%

60% 80% 100%

合計(n=363)

検討していない 検討中 申請済み 無回答

15.2%

3.2%

2.2%

21.2%

21.0%

6.7%

7.6%

4.8%

2.8%

56.1%

71.0%

88.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=66)

パートタイム勤務(n=62)

働いていない(n=180)

ない 週1日以下 週1～2日 週3～4日 ほぼ毎日
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③ 主な介護者の方の年齢について 

要介護者の世帯類型については、主な介護者がフルタイム勤務の場合は「そ

の他世帯」の割合が高くなっています。また、主な介護者の要介護者との続き

柄は「子」が最も多く、年齢は「50歳代」が高くなっています。 

主な介護者が働いていない場合は、要介護者の世帯類型は「夫婦のみ世帯」

「その他世帯」の割合が高く、主な介護者の本人との続き柄は「配偶者」が

47.2％、年齢は「70歳代」と「80歳以上」を合わせて56.1％と過半数を占

めています。 
 

図表 2-45 就労状況別・世帯類型 

 

図表 2-46 就労状況別・★主な介護者の本人との関係 

 

図表 2-47 就労状況別・主な介護者の年齢 

 

23.5%

34.9%

16.6%

19.1%

19.0%

39.2%

57.4%

46.0%
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1.5%

0.0%

0.6%

5.9%

12.7%

1.7%

57.4%

34.9%
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パートタイム勤務(n=63)

働いていない(n=180)

40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上
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④ 主な介護者の方が行っている介護等について（複数回答可） 

 

主な介護者の就労の程度（就労していない＜パートタイム勤務＜フルタイム

勤務）に応じて、介護者が行っている割合が低くなる介護は、「日中の排泄」「夜

間の排泄」「入浴・洗身」「身だしなみ」「屋内の移乗・移動」「服薬」「食事の準

備」「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」が挙げられます。 

 

図表 2-48 就労状況別・★主な介護者の方が行っている介護 
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55.9%

1.5%

1.5%

14.3%

9.5%

9.5%

11.1%

17.5%

15.9%

11.1%

82.5%

46.0%

20.6%

3.2%

71.4%

88.9%

60.3%

1.6%

0.0%

17.8%

12.8%

10.0%

21.7%

18.9%

32.2%

15.0%

77.8%

54.4%

21.7%

4.4%

81.1%

85.6%

68.3%

1.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

フルタイム勤務(n=68) パートタイム勤務(n=63) 働いていない(n=180)
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⑤ 現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる

介護等について（複数回答可） 

「現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者が不安に感じる介護等」

は、要介護３以上では、主な介護者の不安が「日中の排泄」「入浴・洗身」「夜

間の排泄」「認知症状への対応」について大きくなっています。 

 

図表 2-49 要介護度別・介護者が不安に感じる介護等 
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入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=104) 要介護１・２(n=158) 要介護３以上(n=43)
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３ アンケート調査等を踏まえた課題の整理 

これまでの取り組みやアンケート調査結果等踏まえ、第７期計画の基本目標

ごとに課題を整理しました。 

 

（１）健康づくり・介護予防の総合的な推進 

本市では、健康寿命の延伸に向け、しゅうなんスマートライフチャレンジ*の

見直し改善を図り、健康づくりに取り組めるよう支援しています。 

住民運営の通いの場*については、平成30（2018）年度に18カ所、令和元

（2019）年度に15カ所が立ちあがり、合計114カ所で継続的に運営され、

ふれあい・いきいきサロン*についても令和元（2019）年度現在、186カ所で

活動しており、通いの場は、市内全地区に設置され充足されつつあります。 

しかし、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果をみると、通いの場（週1

回いきいき百歳体操*）に参加している高齢者は全体の１割未満、通いの場の認

知度は36.1％となっています。一方で、健康づくり活動や趣味等のグループ活

動に“参加してもよい”と思う人の割合は５割を超えています。（P19、20、

22参照） 

高齢期を健康で過ごすことは、高齢者の生活の質の向上に不可欠であるため、

若年期から健康への意識を高め、自分にあった健康づくりを行うことが必要で

あり、生涯を通じた健康づくりを支援する環境整備が必要です。健康づくりは

個人だけでなく、地域が協働し行うことで効果的に推進できるため、地域の資

源を活用しながら、健康づくり活動に取り組む必要があります。 

 

（２）高齢者が活躍できる社会づくりの推進 

本市では、老人クラブ連合会である「輝きクラブ周南*」の活動を支援しなが

ら、「輝き周南大学」を通じたリーダーの養成、シルバースポーツ大会の実施、

向道湖福祉農園での作業や作物の収穫を通じた交流等を行ってきました。 

また、シルバー人材センターを通じて、広く高齢者の就労の取り組みの支援

や、高齢者生産活動センターにおいて、高齢者の就業機会の増大、高齢者相互

の交流及び健康の増進、教養の向上等福祉の増進を総合的に推進するよう、農

産物等の加工体験を通じた生産の喜びや生きがいづくりの場として、伝統芸能

の継承に取り組めるよう支援を行いました。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果をみると、「生きがいあり」との回答



 
37 

は、一般高齢者で５割半ば、健康づくり活動や趣味等のグループ活動に企画・

運営者として“参加したい”、“参加してもよい”、“既に参加している”と回答

した人は約４割となっています。（P17、20参照） 

高齢者が住み慣れた地域社会の中で役割を持っていきいきと生活をするた

めには、高齢者が長年培ってきた優れた技術や経験、知識等の持てる力を発揮

できる活躍の場、社会参加の場の充実が求められます。 

 

（３）地域包括ケアシステムの深化・推進 

① 地域包括支援センターの機能強化 

本市では、地域包括支援センター*（市での愛称：いきいきさぽーと）と市が

情報共有や意見交換を行う地域包括ケア推進会議*を年６回開催し、相談・支援

体制について検討するなど、地域包括支援センター*の機能強化を図ってきま

した。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果では、地域包括支援センター*（市で

の愛称：いきいきさぽーと）で、高齢者の困りごとを相談できることを「知ら

ない」の割合が５割を超えており、高齢者が住み慣れた地域で安心してその人

らしい生活を継続していくためには、必要なサービスを必要なタイミングで受

けることが必要であり、適切な情報提供や相談体制の充実が求められます。ま

た、地域包括支援センター*は、地域包括ケアシステムにおける中核的役割を担

う機関として期待されることから、機能強化が必要です。（P24参照） 

 

② 地域での支えあい 

本市では、第2層の協議体*が、平成30（2018）年度までに６地区、令和元

（2019）年度に5地区設置され、11地区で地域の困りごとや助け合い活動の

創出に向けた話し合いが行われています。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果では、病気や要介護状態となった場

合に希望する暮らし方として、「いつまでも住み慣れた地域で暮らしたい」の割

合が約４割となっています。また、日常生活の中で、困りそうなことや不安な

ことについては、「特にない」の割合が約４割となっているものの、何らかの困

りごとや不安なことを抱えている割合は約５割となっています。こうした困り

ごとについて、地域の中でお互いが助け合うことや、そのためのしくみは必要

と感じている割合は約７割となっています。（P18、23参照） 

国では、制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係

を超えて、すべての住民が支え合い、自分らしく活躍できる「地域共生社会」

の実現を目指しています。本市においても、地域において支え手側と受け手側
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に分かれるのではなく、住民が持てる力を一人ひとりが発揮し、役割をもち、

支えあいながら、自分らしく活躍できる体制を強化していく必要があります。 

 

③ 在宅医療・介護連携 

本市では、在宅医療介護連携会議*（あ・うんネット周南）においてワーキン

ググループ会議を開催し、退院支援ガイドの検証や在宅療養・看取り*の市民啓

発について協議をするなど、医療と介護の連携に努めてきました。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果では、人生の最終段階になっても、

在宅医療サービスや介護サービスを受けながら、自宅で過ごすことができるこ

とを知っている方は約６割となっています。（P23参照） 

引き続き、住み慣れた地域で、安心して、最後まで暮らすことができる周南

市の実現を目指し、医療と介護の連携を図ります。 

さらに、国においては、医療保険で実施する急性期・回復期のリハビリテー

ション*から、介護保険で実施する生活期リハビリテーション*へ、切れ目のな

いサービス提供体制を構築することを目指していることから、地域においてリ

ハビリテーション専門職*等を活かした自立支援に資する取り組みを推進して

いくための方策を検討していくことが必要です。 

 

④ 認知症施策 

本市では、地域や職域で認知症の人や家族を支援する認知症サポーター*の

養成を進めるとともに、認知症ケアパス（周南市認知症安心ガイド）の改訂版

の作成及び市民への普及、認知症予防教室など、認知症施策を推進してきまし

た。 

しかし、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果をみると、認知症に関する

相談窓口の認知度は２割半ば、認知症カフェ*の認知度は約１割となっており、

引き続き、認知症施策に関する周知が必要です。（P22、23参照） 

また、在宅介護実態調査において、現在の生活を継続していくにあたって、

主な介護者が不安に感じる介護について、「認知症状への対応」と回答した割合

は、要介護１以上の介護者において高くなっており、引き続き、認知症の人等、

介護者への支援の充実を図る必要があります。 

 

⑤ 権利擁護や地域における安全・安心 

本市では、日々、各窓口や福祉関係者、もやいネット支援事業者*などから寄

せられる相談を受け止め、もやいネットセンター*や自立相談支援センター*と

連携して問題解決に取り組んでいます。引き続き、高齢者虐待*防止・早期発見

に取り組むとともに、成年後見制度の利用促進等に取り組むことが重要です。 
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高齢者が安心・安全な生活を送ることができるよう、災害や感染症対策につ

いての体制を整備していく必要があります。 

 

（４）介護保険制度の円滑な運営 

本市では、地域間の均衡のとれた基盤整備を行うために日常生活圏域*を設

けています。高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続することができる

ように、身近な日常生活の区域ごとに介護サービスの提供を行ってきました。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果をみると、病気や要介護状態とな

った場合に、「いつまでも住み慣れた地域で暮らしたい」の割合が約４割、「医

療、介護体制の整った施設に入りたい」の割合が約３割となっており、ニーズ

を踏まえながら、介護保険事業の計画的な整備に取り組むことが必要です。

（P23参照） 

今後、団塊の世代のすべてが後期高齢者となる令和７（2025）年を見据え

ると、介護サービスの利用者数や利用量は、ますます増加していくものと見込

まれていることから、高齢者が住み慣れた地域で、健康でいきいきとした生活

を送ることができるよう、介護保険制度の持続可能性の確保や、受給環境の整

備を図る必要があります。また、介護サービスの提供体制の確保・拡充が求め

られる中、介護保険制度等の周知の徹底やケアプラン*の点検等を行い、サービ

ス内容と費用の両面から捉えた介護給付費の適正化*が重要となります。 

 

 

 

 



 
 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 周南市の将来像 
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第 章    周南市の将来像 

 

１ 基本理念 

国においては、高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止のため、地域共

生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保することに配慮し、サ

ービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるよう、地域包括ケアシス

テムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律が施行されました。 

市町村介護保険事業計画は第６期計画から「地域包括ケア計画*」として位置

付けられ、団塊の世代が75歳以上となる令和７年（2025）までの各計画期間

を通じて地域包括ケアシステムを段階的に構築することが求められています。 

こうしたことから、「第９次老人保健福祉計画・第８期介護保険事業計画」で

は、この理念を継承し、令和７（2025）年、さらには、団塊ジュニア世代が

65歳以上となる令和22（2040）年に向けて、高齢者が可能な限り住み慣れ

た地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、地

域の実情に合わせた地域包括ケアシステムをより一層深化・推進していくこと

が重要となります。 

また、「支える側」、「支えられる側」という関係を超えて、「我が事」として

地域に参画し、「丸ごと」つながることで、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、

助け合いながら暮らしていくことのできる地域共生社会の実現に向け、地域包

括ケアシステムは、重要な役割を果たします。 

「地域共生社会」の実現のため、「住み慣れた地域で支え合い、“自分らしく”

安心して暮らせるまちづくり」を基本理念として位置づけます。 

 

【基本理念】 
 

 

 

 

 

 

  

住み慣れた地域で支え合い、“自分らしく” 

安心して暮らせるまちづくり 



 
42 

 

２ 基本目標 

（１）健康づくり・介護予防の総合的な推進 

高齢者ひとり一人が、できる限り元気に地域で生活を続けるためには、高齢

者自身が健康への意識を高め、健康づくりに取り組むことが不可欠です。 

健康づくりと介護予防・重度化防止、生活支援等を通じ、高齢者が自立して

元気で暮らせるように、高齢者自身の「自助」だけでなく、地域での「互助」

の取り組みを支援していきます。 

 

 

（２）高齢者が活躍できる社会づくりの推進 

高齢期に入ると、ライフスタイルが大きく変わり、身体的・精神的な要因も

相まって、社会とのつながりを持ちながら地域で生活を続けるためには、高齢

者自身が積極的に行動していくことが重要になります。 

高齢者の社会参加と生きがいづくりを促進するため、高齢者がこれまでの人

生の知識と経験を活かし、地域活動による社会貢献や就労による社会参加をし

やすい環境づくりを推進します。 

 

 

（３）地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢期になっても、住み慣れた地域で生活を続けたいと、多くの人は望んで

います。すべての高齢者が、介護が必要になっても、自分らしい生活を安心し

て続けることができるよう、包括的な支援体制の充実を図り、適切なサービス

提供に努めます。 

また、高齢者の地域での生活を支えるため、地域ケア会議*などを活用しなが

ら、さまざまな課題への対応を図るとともに、関係機関や地域団体、地域住民

による高齢者の見守りネットワーク*等により、地域が一体となって高齢者の

支援に取り組み、地域包括ケアシステムの深化・推進を図ります。 
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（４）介護保険制度の円滑な運営 

介護保険制度の役割は、介護を必要とする高齢者にサービスを提供し、住み

慣れた自宅や地域で安心して暮らせるよう支援することです。  

その役割を果たすため、在宅サービスと施設・居住系サービスのバランスの

取れた基盤整備を進めるとともに、介護サービス事業者に対する指導監督を積

極的に行うことなどにより、サービスの質・量両面にわたる充実を図ります。  

また、介護保険制度の安定した運営を図るとともに、介護保険制度の適正な

利用を支援し、介護保険サービスの質の向上と制度の信頼性の確保に努めます。 

 

  



 
44 

（４）在宅医療・介護連携の推進 

 

３ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住
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れ
た
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域
で
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い
、“
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分
ら
し
く
”
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［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向性 ］ ［ 基本目標 ］ 

（１）健康づくりの推進 

２ 高齢者が活躍で
きる社会づくり
の推進 

３ 地域包括ケアシ
ステムの深化・
推進 

（２）総合的な自立支援、介護予防・重度化防止
の推進及び評価 

（３）高齢者への生活支援事業の推進 

（１）高齢者が地域で活躍できる場の創出 

（２）高齢者が就労・社会参加しやすい環境づく
りの推進 

（１）相談・支援体制の充実 

（２）地域での生活を支える基盤づくりの推進 

（３）地域ケア会議*の推進 

（５）認知症施策の総合的な推進 

（６）虐待防止・権利擁護の推進 

（７）安全で住みよい環境づくりの推進 

（１）介護保険サービスの事業量及び給付費の見
込み 

（２）日常生活圏域*と介護保険サービスの基盤整
備 

（３）第１号被保険者の負担割合及び保険料率 

（４）2025 年・2040 年のサービス水準等の推計及
び第８期計画の目標 

（５）介護給付等の適正化への取り組み及び目標 

（６）人材の確保及び資質の向上 

（７）目標の達成状況の点検、調査及び評価等並
びに公表 

１ 健康づくり・介
護予防の総合的
な推進 

４ 介護保険制度の
円滑な運営 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 施策の展開 
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第 章    施策の展開 

 

１ 健康づくり・介護予防の総合的な推進 

（１）健康づくりの推進 

「健康寿命の延伸」を目指し、生活習慣病の予防など継続した健康づくりを

推進するため、これまで見直し改善を図りながら地域・企業・関係団体等が連

携し取り組んできた健康づくり活動について、より効果的なものになるよう推

進します。 

また、第3次周南市健康づくり計画とも連携した、地域全体の主体的な健康

づくりに取り組み、疾病の早期発見・早期治療による健康増進を図ります。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①高齢者の健康づ
くり 

健康寿命の延伸を目的とする「しゅうなんスマートライ
フチャレンジ*」の参加者や協賛事業者を増やし、健康づく
りや、生活習慣病予防の知識の普及をさらに図っていきま
す。地域の身近なところで、保健師や管理栄養士、歯科衛生

士による出前トーク等の健康教育や健康相談、家庭訪問を
実施し、栄養・食生活、身体活動・運動、こころの健康と休
養、歯・口腔、たばこ・飲酒に関する正しい知識の普及や生
活習慣改善のための支援に取り組みます。 

②疾病の早期発
見・早期対応 

疾病の早期発見、早期対応をすることで、生活習慣病の発
症、重症化予防が可能になります。がん検診、特定健診、歯
周疾患検診については、検診受診の必要性を周知し、受診し
やすい仕組みづくりをさらに進めるため、健康づくりに関
する様々な団体・組織で構成する「周南市健康づくり推進協
議会」と協働し、取り組みの強化を図っていきます。 
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（２）総合的な自立支援、介護予防・重度化防止の推進及び評価【重点】 

市ではこれまで、「いきいき百歳体操*」に取り組む住民運営の通いの場*やふ

れあいいきいきサロン等、市民の自主的な介護予防活動の支援を行ってきまし

た。引きつづき、介護予防やフレイル（虚弱）予防に関する市民意識の向上を

図り、通いの場などの介護予防につながる活動への積極的な参加を働きかけま

す。 

一般的に外出を極端に控えると、活動量が低下して筋力が衰えて疲れやすく

なり、フレイル（虚弱）を誘発すると言われています。活動量を低下させない

ためには、自宅でできる運動や、できるだけ人ごみを避けた公園など、開放的

な場所での散歩や軽い運動をすることが重要です。こうした方への周知に取り

組んでいきます。 

また、地域における助け合い活動を推進するために、地域の実情に応じた、

多様な主体による多様なサービスを創出し、介護予防・生活支援・社会参加を

包括した総合事業のサービスの拡充を図ります。さらに、より効果的な取り組

みとなるよう、自立支援、介護予防・重度化防止の評価を適切に行います。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①総合事業サービ
スの拡充 

生活支援体制整備事業における生活支援コーディネータ
ー*と協議体*の活動を活発化させ、地域の助け合い活動を推
進するとともに、地域支え合い訪問介護・地域支え合い通所
介護・地域支え合い移動支援などに取り組む住民主体のボラ
ンティア団体やグループ等を増やし、サービスの充足を図り
ます。 

また、新たにリハビリテーション専門職*により3～6か月
の短期間で行う通所型サービスの導入を検討し、サービスの
拡充につなげます。 

②高齢者の保健事
業と介護予防の
一体的実施 

後期高齢者医療広域連合や庁内他部門と連携を図り、運
動、口腔、栄養、社会参加などの観点から高齢者の保健事業

と介護予防を一体的に実施します。 

③介護予防の普
及、取り組みの
機能強化 

引き続き、介護予防やフレイル予防*に関する市民の意識
向上に取り組むとともに、介護予防につながる体操や趣味、
ボランティアなどの社会参加活動の普及啓発に努めます。 

多職種の専門性を活かした要支援者等への助言・指導を行
い、介護予防の機能強化を図ります。 
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事業名 主な取り組みの事業概要 

④市民の自主的な
介護予防活動に
対する支援 

週１回「いきいき百歳体操*」に取り組む住民運営の通いの
場*の立ち上げを積極的に支援するとともに、通いの場が継
続的に運営され、より効果的な自主活動となるよう、専門職
による定期的な支援を行います。 

また、「ふれあい・いきいきサロン*」についても、担い手
研修等を通じて活動支援に取り組みます。 

⑤自立支援、介護
予防・重度化防
止の評価 

自立支援、介護予防・重度化防止に係る目標を設定し、研
究及び分析、評価をした上で、サービスの改善や開発につな
げます。 

 

【 指標 】 

評価指標 

実績値 

（令和元年度） 

（2019） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

住民運営の通いの場の箇
所数（カ所） 

114 125 130 135 
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図表4-1 周南市における介護予防・日常生活支援総合事業の実施体制 
 

介護予防・生活支援サービス事業 

 

サービス類型 サービス種類 備考 

訪問型サービス 

総合事業訪問介護 
従前の訪問介護に相当す
るサービス 

自立支援訪問介護 
緩和した基準による 
サービス 

地域支え合い訪問介護 住民主体によるサービス 

地域支え合い移動支援 住民主体によるサービス 

通所型サービス 

総合事業通所介護 
従前の通所介護に相当す
るサービス 

自立支援通所介護 
緩和した基準による 
サービス 

地域支え合い通所介護 住民主体によるサービス 

その他の生活支援サービス   

介護予防ケアマネジメント事業 

ケアマネジメントＡ   
従前の介護予防支援に相
当するサービス 

ケアマネジメントＢ   
緩和した基準による 
サービス 

ケアマネジメントＣ   
緩和した基準による 
サービス 

一般介護予防事業 

 

介護予防把握事業 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業 

一般介護予防事業評価事業 

地域リハビリテーション活動支援事業 
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（３）高齢者への生活支援事業の推進 

市では、日常生活において支援が必要な高齢者に対して、見守り配食サービ

ス*や移動支援等を実施していますが、事業の内容の見直しや持続性の確保が

必要となっています。 

高齢者の通院や買物等、日常生活を送る上での移動手段の確保は大変重要で

あることから、買い物や移動手段の確保などを始めとする日常生活を支援する

多様な生活支援サービスの提供体制の整備に取り組みます。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①必要に応じた配食サ
ービスの提供 

見守り配食サービス*について、民間でも同様のサ
ービスが展開されてきたことなどから配食数が減少
しています。今後は利用者の動向をみながら、事業の
方向性について検討します。 

②高齢者への生活支援
事業の推進 

高齢者の通院や買物等、日常生活を送る上での移動
手段の確保は大変重要です。買い物や移動手段の確保
などを始めとする日常生活を支援するため、バス・タ
クシー運賃助成事業について取り組みます。 
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２ 高齢者が活躍できる社会づくりの推進 

（１）高齢者が地域で活躍できる場の創出 

市では、高齢者のこれまでに培った知識、経験、技術等を発揮し、地域で活

躍できる場づくりのため、老人クラブ活動の支援や生涯学習の推進に取り組ん

できました。 

今後も高齢者がいつまでも生きがいを持って地域で活躍できるよう、生涯ス

ポーツや生涯学習・文化活動等を通じた生きがいづくりや地域における自主的

な活動に対する支援により、参加の促進と活動の活性化を図り、高齢者の社会

参加を促進する環境づくりと主体的な取り組みへの支援を推進します。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①老人クラブへの支援 

高齢者の生きがい、奉仕、健康づくりに寄与していく
ための事業を展開できるよう、老人クラブの活動に対
し、支援を行います。周南市老人クラブ連合会「輝きク
ラブ周南*」と連携を密にして、「輝き周南大学」「向道
湖福祉農園」「シルバースポーツ大会」等の高齢者の社
会参加に向けた事業に取り組むとともに、老人クラブ
の会員増加策を図ります。 

②活動を通じた仲間 
づくり 

高齢者ニーズに対応した老人クラブの展開を支援
し、地域における介護予防の取り組みやスポーツ大会
等、特色のある活動を通して、高齢者の仲間づくりや、
生きがい活動、健康づくりを進めます。 

③リーダーの育成 
「輝き周南大学」や「老人大学校」へ新規の参加を促

進し、地域リーダーの育成を図ります。 
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（２）高齢者が就労・社会参加しやすい環境づくりの推進 

高齢者が住み慣れた地域社会の中で役割を持っていきいきと生活を送れる

よう、これまでにシルバー人材センターや高齢者生産活動センターにおいて、

就労の支援や生きがいづくりの場での社会参加を推進してきました。 

今後も、高齢者が長年培ってきた優れた技術や経験、知識等の持てる力を発

揮できる活躍の場、社会参加の場の充実を図るとともに、高齢者が、支えられ

るだけでなく、支える側で活躍できる体制を整備します。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①鹿野高齢者生産
活動センター 

鹿野高齢者生産活動センター*は、高齢者の就業の機会の
増大、高齢者相互の交流及び健康の増進、教養の向上等福祉
の増進を総合的に推進することを目的として整備された施
設です。農産物等の加工体験を通じた生産の喜びや生きが
いづくりの場として、また、伝統技術の継承のため、利用者
の増加を図ります。 

②高齢者の社会参
加 

高齢者が地域社会で自立した生活を営むためには、生き
がいを持って日常生活を過ごすことが重要です。具体的に
は、高齢者が趣味や特技、サークル活動等を通して、地域や
社会を構成する一員として、社会貢献できる場を提供する

とともに、生活支援サービスの担い手となる等、高齢者が支
えられるだけでなく、支える側でも活躍できる仕組みづく
りを検討します。 
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３ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

（１）相談・支援体制の充実 

地域共生社会の実現に向けて、地域の複合化・複雑化した相談ニーズに対応す

るために、従来の高齢者、障害者、子ども、生活困窮といった枠組みにとらわれ

ない、包括的な支援体制を構築することが求められています。本市においては、

多機関連携による課題解決のための中核機関として「福祉総合相談窓口」をもや

いネットセンター*に設置しているため、その機能を検証し、更なる包括的な相

談支援体制の機能強化を図ります。 

また、地域の身近な相談窓口である地域包括支援センター*（市での愛称：い

きいきさぽーと）の認知度の向上に向け、地域の会議や行事に積極的に参加する

など、様々な機会をとらえて周知に努めます。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①もやいネットセンター
の機能強化 

現体制での相談・支援体制を再度検証し、市の相談
支援体制全体の中での役割分担や人員体制等につい
て検討します。 

②地域包括支援センター
の機能強化 

周知媒体の作成や地域の会議や行事へ参加するな
ど、様々な機会をとらえて相談窓口の周知に努めま

す。 

また、国の評価指標に基づき、ＰＤＣＡサイクルの
中で、地域包括支援センター*（市での愛称：いきい
きさぽーと）の業務の実施状況を把握し、これを踏ま
えた地域包括支援センター運営協議会等での改善点
の検討を通じて、地域包括支援センター*（市での愛
称：いきいきさぽーと）の機能強化を図ります。 
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（２）地域での生活を支える基盤づくりの推進【重点】 

本市では、地域での支え合いを推進するため、協議体*の設置の推進と、協議

体*において現状や課題の把握・地域での助け合い活動等について、検討してき

ました。 

「支える側」と「支えられる側」という関係性や、世代を超えて地域住民が

共に支え合う地域づくりを推進するため、協議体*未設置地区の地域づくり活

動の現状や課題を把握し、協議体*の設置に向けた働きかけに継続的に取り組

みます。 

また、高齢者、障害者がともに利用できる「共生型サービス事業所」の整備

推進に関することについて、国や県とともに必要な情報提供を行います。 

 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①地域共生社会の
実現 

「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの『縦割り』や
「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域
の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資
源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民
一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく

社会を目指すものです。 

生活支援体制整備事業における、支え合いのまちづくり
や活動について話し合う場である「協議体*」の中で、地域
課題や社会資源の発見、課題解決策等について検討し、地
域の資源を活かした住民主体の助け合い活動が創出され
るよう、情報提供・活動支援を行います。 

また、住民主体の助け合い活動に取り組む団体やボラン
ティアグループ等が、協議体*などの多様な組織と連携し、
役割や生きがいを持って活動できる体制を整備します。 

 

 

【 指標 】 

評価指標 

実績値 

（令和元年度） 

（2019） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

地域支え合い訪問介護・
通所介護・移動支援サー
ビス登録団体数（団体） 

0 3 5 7 
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（３）地域ケア会議の推進 

地域包括ケアシステムを推進するにあたり、本市においては高齢者の自立支

援、重度化防止に資する観点から、全方位的アセスメントの手法を用いた多職

種が参加する地域ケア会議*の普及に取り組んできました。 

今後も、包括的・継続的ケアマネジメント業務の効果的な実施のために、多

職種により構成される地域ケア会議*の充実に取り組み、地域で高齢者を支え

る地域包括支援ネットワークの構築を推進するとともに、要支援者等も考慮し

た地域課題の抽出・対策を検討します。 

 

【 主な取組】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①多職種協働によ
る自立支援・介
護予防の観点か
ら実施する地域
ケア会議の推進 

高齢者の尊厳を保持するため、多職種の協働のもと、生
活の質（ＱＯＬ*）の向上を目指し、自立支援・介護予防の
観点から個別事例の検討を行い、地域で高齢者を支える地
域包括支援ネットワークの構築と、自立支援に資するケア
マネジメント*の推進を図ります。 

また、生活支援体制整備事業における協議体*や、既存
の組織と連携して、地域ケア会議*を充実させることによ
り、地域課題の抽出・対策の検討に取り組みます。 

 

【 指標 】 

評価指標 

実績値 

（令和元年度） 

（2019） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

個別ケア会議開催数（回） 37 30 30 30 

介護予防型地域ケア会議
開催数（回） 

0 10 10 10 
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（４）在宅医療・介護連携の推進 

だれもが住み慣れた地域で、安心して、最後まで暮らすことができる周南市

の実現を目指し、在宅医療介護連携会議*（あ・うんネット周南）において、退

院支援や在宅療養・看取り*に対する課題の抽出や対応策を検討し、専門職向け

の連携手引書の作成や市民向けの人生会議*（ACP「アドバンス・ケア・プラ

ンニング」）に関する出前トーク・イベントなど様々な取り組みを実施してきま

した。 

今後も継続して在宅医療と介護の連携強化のため、関係者の顔の見える関係

づくりや、在宅医療介護連携会議*において看取り*や認知症への対応の強化を

検討し、実践につなげるとともに、医療・介護・行政が連携して、人生会議*や

在宅療養に関する地域住民への普及啓発に取り組みます。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①在宅医療・介護
連携の課題の抽
出 

切れ目のない在宅医療と介護の提供体制を推進するた
め、在宅医療介護連携会議*等において、日常の療養支援、
入退院支援、急変時の対応、看取り*等を意識した現状分
析や課題の抽出、対応策の検討を行います。 

②医療・介護関係
者の研修 

抽出された課題や対応策に基づき、医療・介護関係者の

知識・技術の向上、連携推進を目指し、計画的に研修会を
開催します。 

③地域住民への普
及啓発 

在宅医療や介護について理解し、在宅での療養が必要に
なったときに必要なサービスを適切に選択できるよう、抽
出された課題や対応策に基づき、効果的な啓発方法を検討
し、医療、介護、行政が連携して地域住民への普及啓発に
努めます。 

 

【 指標 】 

評価指標 

実績値 

（令和元年度） 

（2019） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

あ・うんネット周南在宅
医療介護連携会議の開催
数（回） 

16 12 12 12 
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（５）認知症施策の総合的な推進【重点】 

本市では、認知症の人やその家族が自分らしく地域で暮らし続けることがで

きるよう、認知症サポーター*の育成や認知症ケアパス（周南市認知症安心ガイ

ド）の普及、関係機関とのネットワークを活用した支援体制の整備に取り組ん

できました。 

高齢化の進展により認知症高齢者が増えることが予想される中、認知症の人

や家族の視点を重視し、認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活でき

るように、認知症サポーター*の活動を推進するとともに医療・介護との連携も

含めた、認知症高齢者を支える地域のネットワーク体制の整備・強化に取り組

みます。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①認知症への理解
を深めるための
普及・啓発・本人
発信支援 

地域住民をはじめ、企業・団体や学校等に対し、本人の声
を起点とした認知症サポーター*の養成や普及活動を進める
ことで、認知症についての理解の促進を図ります。 

②認知症予防に資
する可能性のあ
る活動の推進 

健康づくりや疾病の早期発見、早期対応に取り組むととも
に、認知症の備えとして、交流や活動の重要性について積極
的に普及啓発し、通いの場などの多様な活動への参加を推進

します。 

③医療・ケア・介護
サービス・介護者
への支援 

認知機能低下のある人や認知症の人に対して早期発見・早
期対応が行えるよう、認知症ケアパス（周南市認知症安心ガ
イド）等を活用し、認知症地域支援推進員、認知症初期集中
支援チーム、関係機関等が連携して普及啓発を推進します。
また、家族会や認知症カフェ*等の活動を支援することで、認
知症の人の介護者の負担軽減を図ります。 
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事業名 主な取り組みの事業概要 

④認知症の人を含
む高齢者にやさ
しい地域づくり
の推進 

○チームオレンジの構築検討 

地域において認知症の人やその家族の支援ニーズと認知
症サポーター*等をつなぐ仕組みである「チームオレンジ」の
構築を検討します。 

○認知症徘徊ＳＯＳネットワークづくり 

市域を超えた徘徊等に近隣市と連携し対応を行い、認知症
徘徊ＳＯＳネットワーク*を広げていきます。 

○社会参加活動や社会貢献の促進 

認知症の人を含めた高齢者に対して地域活動等の社会参
加を促進し、地域において役割を担い、「いきがい」を持って
生活が送れるよう支援します。 

○若年性認知症に関する支援 

山口県の相談窓口や、市の関係課と連携し、若年性認知症
の人に対する就労・社会参加支援等を推進していきます。 

 

 

 

【 指標 】 

評価指標 

実績値 

（令和元年度） 

（2019） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

認知症サポーター累計
養成数（人） 

14,347 15,000 16,000 17,000 
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（６）虐待防止・権利擁護の推進 

本市においては、もやいネットセンター*や地域包括支援センター*の問題解

決能力の向上に取り組んできました。 

今後も、関係機関との連携や地域のネットワークを活用し、高齢者虐待*の早

期発見と迅速な対応を図ります。 

また、高齢者が十分な判断ができない状態になっても、金銭管理や適切な福

祉サービス等の利用ができるよう、成年後見制度や地域福祉権利擁護事業*の

利用を促進するとともに、関係機関と連携を図り、高齢者がその人らしい人生

を送ることができるように支援を行います。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①高齢者虐待防
止、早期発見の
取り組みの推進 

高齢者の見守りネットワーク*や各関係機関と連携す
ることで、高齢者介護に問題を抱えたケースの早期発見
に取り組むとともに、虐待防止の取り組みを推進します。 

②成年後見制度や
地域福祉権利擁
護事業の普及啓
発・利用促進 

判断能力が十分でない認知症高齢者等について、成年
後見制度や地域福祉権利擁護事業*の普及啓発・利用促進
を図ることにより、自立した日常生活の維持や金銭管理
等の援助に取り組みます。 
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（７）安全で住みよい環境づくりの推進 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるようにするため、本市では住宅

担当部局と連携をはかり、高齢者が安心・安全に暮らすことができる住宅の確

保に取り組んできました。また、令和２（2020）年には、きさんの里の建て

替えにより養護老人ホームとしての機能の整備を図るなど高齢者の住まいの

確保を図ってきました。 

今後も、高齢者の安定した住居確保と住環境整備のために、サービス付き高

齢者向け住宅や有料老人ホーム等の設置状況について、県との情報連携を強化

するとともに、居住支援団体や居住支援法人との連携を進めます。 

また、災害などの緊急時の体制については、近年の豪雨災害や新型コロナウ

イルス感染症拡大等による影響を鑑み、「避難行動要支援者名簿」等を活用した

災害時の支援体制の強化や、感染症の拡大下における介護サービスの継続的な

提供体制の整備に取り組みます。 

 

【 主な取組 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

①居住の場（住ま
い）の確保 

住宅確保要配慮者である高齢者に対し、民間賃貸住宅への円滑
な入居の促進等について、居住支援団体や居住支援法人と連携

し、高齢者向け住まいを必要とする人への相談支援を行います。 

サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム等の設置状況
について、県・市間の情報連携を図ります。 

②防災体制等の
強化 

災害時において、支援が必要となる高齢者を地域の中で適切に
把握し、支援できる体制を関係団体と構築します。 

高齢者福祉施設における、避難確保計画の作成や計画に基づい
た防災訓練（避難訓練）の実施について、助言していきます。  

また、社会福祉施設等との協力協定にもとづく、福祉避難所の
運営について、必要となる対策や対応等に取り組みます。 

③感染症対策の
充実 

新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防止のため、新しい生
活様式（３密の回避・身体的距離の確保・マスク着用・手洗い、

手指消毒・換気等）について啓発を行います。  

また、感染者へのいわれのない誹謗中傷がないよう、感染症へ
の理解に努めます。 

介護サービス事業所等で感染症の患者が発生した時には、国や
県と連携し、衛生資材（消毒液・マスク・手袋等）の提供や、必
要な人には代替えサービスの提案をするなど、介護サービス事業
所のサービス提供の継続を支援することで、要介護・要支援者及
びその介護者の不安の解消に努めます。 
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３ 介護保険サービス利用量の推計 

（１）介護予防給付の利用量（日数、回数等）、利用人数の推計 

（２）介護給付の利用量（日数、回数等）、利用人数の推計 

４ 介護保険サービス給付費の推計 

（１）介護予防・地域密着型介護予防サービス給付費の推計 

（２）居宅介護・地域密着型介護・施設介護サービス給付費 

５ 標準給付費の推計 

 

４ 介護保険制度の円滑な運営 

（１）介護保険サービスの事業量及び給付費の見込み 

① 推計の手順 

標準給付費*は、以下の手順に沿って行います。 

 
図表 4-2 推計の手順 

 

 

 

 

  

１ 人口推計 

（１）65 歳以上～75 歳未満高齢者、75 歳以上高齢者の人口推計 

（２）介護保険対象者（40 歳以上）の人口推計 

２ 要介護等認定者数の推計 
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② 総人口及び高齢者人口 

将来人口の推計にあたってはコーホート変化率法*により推計を行うと、本

市の総人口及び65歳以上の人口は減少するものと予想されます。 

75歳以上の人口は令和9（2027）年まで増加し、その後は減少するものと

予想されます。 

 

図表 4-3 人口の推計 

単位：人 

 

７期 ８期 ９期 

令和 
元年度 

(2019) 

令和 
２年度 

(2020) 

令和 
３年度 

(2021) 

令和 
４年度 

(2022) 

令和 
５年度 

(2023) 

令和 
６年度 

(2024) 

令和 
７年度 

(2025) 

令和 
８年度 

(2026) 

総人口 
142,692 141,287 139,762 138,185 136,560 134,889 133,179 131,427 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

第２号被保険者 

（40～64 歳） 

46,218 45,747 45,214 44,822 44,444 43,962 43,600 43,258 

32.4% 32.4% 32.4% 32.4% 32.5% 32.6% 32.7% 32.9% 

第１号被保険者 

（65 歳以上） 

46,213 46,365 46,331 46,157 45,964 45,764 45,435 44,999 

32.4% 32.8% 33.1% 33.4% 33.7% 33.9% 34.1% 34.2% 

 

前期高齢者 
（65～74 歳） 

22,390 22,257 22,203 20,980 19,941 18,811 17,946 17,139 

15.7% 15.8% 15.9% 15.2% 14.6% 13.9% 13.5% 13.0% 

後期高齢者 
（75 歳以上） 

23,823 24,108 24,128 25,177 26,023 26,953 27,489 27,860 

16.7% 17.1% 17.3% 18.2% 19.1% 20.0% 20.6% 21.2% 

 

 

10 期 11 期 12 期 14 期   

令和 
９年度 

(2027) 

令和 
10 年度 

(2028) 

令和 
11 年度 

(2029) 

令和 
13 年度 

(2031) 

令和 
16 年 

(2034) 

令和 
22 年 

(2040) 

  

総人口 
129,637 127,825 125,973 122,168 116,291 104,459   

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％   

第２号被保険者 

（40～64 歳） 

42,859 42,374 41,909 40,750 38,311 31,931   

33.1% 33.2% 33.3% 33.4% 32.9% 30.6%   

第１号被保険者 

（65 歳以上） 

44,537 44,058 43,578 42,510 41,589 40,958   

34.4% 34.5% 34.6% 34.8% 35.8% 39.2%   

 

前期高齢者 
（65～74 歳） 

16,462 16,033 15,736 15,194 15,494 17,914   

12.7% 12.5% 12.5% 12.4% 13.3% 17.1%   

後期高齢者 
（75 歳以上） 

28,075 28,025 27,842 27,316 26,095 23,044   

21.7% 21.9% 22.1% 22.4% 22.4% 22.1%   

※実績は住民基本台帳（各年 9 月末日現在） 
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図表 4-4 高齢者数及び高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

75歳以上 65～74歳 高齢化率
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③ 要介護（要支援）認定者数 

過去5年間介護度ごとの認定率の推移をもとに、本市の将来の介護度ごとの

認定者数の推計を行うと、増加するものと予想されます。 

 

図表 4-5 要介護（要支援）認定者数の推計 

単位：人 

 

７期 ８期 ９期 

令和 
元年度 

(2019) 

令和 
２年度 

(2020) 

令和 
３年度 

(2021) 

令和 
４年度 

(2022) 

令和 
５年度 

(2023) 

令和 
６年度 

(2024) 

令和 
７年度 

(2025) 

令和 
８年度 

(2026) 

要支援１ 919 919 934 956 972 986 996 1,003 

要支援２ 822 865 879 898 910 919 928 937 

要介護１ 1,892 1,860 1,896 1,945 1,977 2,000 2,022 2,046 

要介護２ 1,100 1,176 1,199 1,230 1,251 1,265 1,281 1,293 

要介護３ 825 837 856 880 893 904 916 925 

要介護４ 857 889 908 930 948 960 970 981 

要介護５ 640 651 664 679 691 697 708 715 

合計 7,055 7,197 7,336 7,518 7,642 7,731 7,821 7,900 

第２号被保険者 139 138 138 138 136 135 135 133 

前期高齢者 657 661 670 637 599 556 528 504 

後期高齢者 6,259 6,398 6,528 6,743 6,907 7,040 7,158 7,263 

 

 

10 期 11 期 12 期 14 期   

令和 
９年度 

(2027) 

令和 
10 年度 

(2028) 

令和 
11 年度 

(2029) 

令和 
13 年度 

(2031) 

令和 
16 年 

(2034) 

令和 
22 年 

(2040) 

  

要支援１ 1,024 1,035 1,047 1,038 1,039 939   

要支援２ 954 966 978 972 990 911   

要介護１ 2,090 2,119 2,146 2,144 2,201 2,065   

要介護２ 1,320 1,338 1,357 1,361 1,407 1,337   

要介護３ 948 963 975 986 1,023 986   

要介護４ 999 1,012 1,022 1,032 1,068 1,040   

要介護５ 728 737 741 748 770 743   

合計 8,063 8,170 8,266 8,281 8,498 8,021   

第２号被保険者 130 127 127 123 116 95   

前期高齢者 477 463 459 437 433 496   

後期高齢者 7,456 7,580 7,680 7,721 7,949 7,430   

実績は介護保険事業報告月報（各年９月末日現在） 
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図表 4-6 要介護（要支援）認定者数の推計(総数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-7 第１号被保険者要介護（要支援）別認定率の推計 
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④ 介護保険サービス利用量の見込み 

厚生労働省により提供された「地域包括ケア見える化システム」を利用して、

要介護（要支援）認定者数や介護保険給付の実績から第８期計画期間及び令和

７（2025）年度、令和22（2040）年度の介護保険サービス利用者数等を推

計しました。 

 

図表 4-8 介護予防給付の実績と推計（１か月当たり） 

 

項目 単位 

第７期 第８期   

平成 30 

年度 

（2018） 

令和元 

年度 

（2019） 

令和２ 

年度 

（2020） 

令和３ 

年度 

（2021） 

令和４ 

年度 

（2022） 

令和５ 

年度 

（2023） 

令和７ 

年度 

（2025） 

令和 22 

年度 

（2040） 

介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 

  回数（回） 0.4  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

  人数（人） 1  0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防訪問看護 

 
 

回数（回） 185.7  215.1  238.8  251.7  251.7  261.3  265.8  256.8  

 人数（人） 38  42  50  53  53  55  56  54  

 介護予防訪問リハビリテーション 

 
 

回数（回） 259.3  292.8  306.4  329.6  364.4  364.4  376.0  364.4  

 人数（人） 30  31  28  30  33  33  34  33  

 介護予防居宅療養管理指導 

  人数（人） 18  20  22  23  24  26  26  25  

 介護予防通所リハビリテーション 

  人数（人） 391  396  405  421  424  425  434  418  

 介護予防短期入所生活介護 

 
 

日数（日） 88.1  81.2  55.0  55.0  55.0  55.0  61.6  55.0  

 人数（人） 17  16  9  9  9  9  10  9  

 介護予防短期入所療養介護（老健） 

 
 

日数（日） 4.4  12.6  6.4  9.6  9.6  9.6  9.6  9.6  

 人数（人） 1  2  2  3  3  3  3  3  

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 

 
 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  0  
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項目 単位 

第７期 第８期   

平成 30 

年度 

（2018） 

令和元 

年度 

（2019） 

令和２ 

年度 

（2020） 

令和３ 

年度 

（2021） 

令和４ 

年度 

（2022） 

令和５ 

年度 

（2023） 

令和７ 

年度 

（2025） 

令和 22 

年度 

（2040） 

 介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 

  日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

  人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防福祉用具貸与 

  人数（人） 587  617  638  688  720  744  760  734  

 特定介護予防福祉用具購入費 

  人数（人） 15  14  15  15  14  14  14  14  

 介護予防住宅改修 

  人数（人） 14  16  12  12  13  13  14  12  

 介護予防特定施設入居者生活介護 

  人数（人） 6  10  8  8  8  8  8  8  

地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 

  回数（回） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

  人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防小規模多機能型居宅介護 

  人数（人） 16  10  7  6  6  7  7  7  

 介護予防認知症対応型共同生活介護 

  人数（人） 0  1  2  2  2  2  2  2  

介護予防支援 

  人数（人） 887  905  922  965  980  987  1,009  973  
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図表 4-9 介護給付の実績と推計（１か月当たり） 

 

項目 単位 

第７期 第８期   

平成 30 

年度 

（2018） 

令和元 

年度 

（2019） 

令和２ 

年度 

（2020） 

令和３ 

年度 

（2021） 

令和４ 

年度 

（2022） 

令和５ 

年度 

（2023） 

令和７ 

年度 

（2025） 

令和 22 

年度 

（2040） 

居宅サービス 

 訪問介護 

 

 回数（回） 35,435.4  34,338.2  35,468.9  38,689.6  38,950.6  40,342.9  39,361.4  41,459.1  

 人数（人） 1,151  1,147  1,160  1,249  1,264  1,306  1,294  1,352  

訪問入浴介護 

 
回数（回） 202  158  245  182.4  177.0  182.4  177.0  182.4  

人数（人） 42  31  31  32  31  32  31  32  

訪問看護 

 
回数（回） 2,438.9  2,095.3  2,130.7  2,311.2  2,412.3  2,474.3  2,463.4  2,579.0  

人数（人） 372  371  374  406  424  435  433  453  

訪問リハビリテーション 

 
回数（回） 2,090.5  2,065.1  2,050.3  2,192.2  2,224.8  2,290.0  2,275.4  2,374.2  

人数（人） 190  187  192  204  207  213  212  221  

居宅療養管理指導 

 人数（人） 538  551  599  653  683  710  709  742  

通所介護 

 
回数（回） 16,489.4  17,053.8  17,841.9  19,119.8  19,582.2  20,020.8  19,876.1  20,709.2  

人数（人） 1,461  1,480  1,507  1,617  1,657  1,694  1,684  1,752  

通所リハビリテーション 

 
回数（回） 5,244.7  5,437.5  5,027.5  5,464.2  5,550.9  5,676.3  5,735.8  5,987.8  

人数（人） 637  668  633  686  696  712  719  750  

短期入所生活介護 

 
日数（日） 3,248.2  3,135.1  2,695.0  2,689.6  2,787.9  2,859.9  2,868.2  3,019.4  

人数（人） 310  296  207  207  215  221  222  233  

短期入所療養介護（老健） 

 
日数（日） 316.1  317.4  267.9  296.9  304.5  312.1  319.7  334.1  

人数（人） 46  44  37  41  42  43  44  46  

短期入所療養介護（病院等） 

 
日数（日） 0.8  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 1  0  0  0  0  0  0  0  
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項目 単位 

第７期 第８期   

平成 30 

年度 

（2018） 

令和元 

年度 

（2019） 

令和２ 

年度 

（2020） 

令和３ 

年度 

（2021） 

令和４ 

年度 

（2022） 

令和５ 

年度 

（2023） 

令和７ 

年度 

（2025） 

令和 22 

年度 

（2040） 

 短期入所療養介護(介護医療院) 

  
日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  0  

 福祉用具貸与 

  人数（人） 1,806  1,857  1,935  2,119  2,196  2,251  2,256  2,361  

 特定福祉用具購入費 

  人数（人） 30  30  40  40  41  42  43  44  

 住宅改修 

  人数（人） 22  22  20  20  21  21  22  22  

 特定施設入居者生活介護 

  人数（人） 144  134  142  145  149  151  155  162  

地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 人数（人） 19  22  33  47  47  48  48  50  

夜間対応型訪問介護 

 人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  0  

認知症対応型通所介護 

 
回数（回） 751.4  577.6  414.2  431.9  431.9  457.4  464.0  464.0  

人数（人） 48  40  34  36  36  38  39  39  

小規模多機能型居宅介護 

 人数（人） 106  115  105  124  129  132  133  139  

認知症対応型共同生活介護 

 人数（人） 307  299  295  301  310  314  321  338  

地域密着型特定施設入居者生活介護 

 人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 人数（人） 32  32  31  31  60  60  62  65  

看護小規模多機能型居宅介護 

 人数（人） 1  1  1  9  9  9  9  9  

地域密着型通所介護 

 
回数（回） 3,707.0  3,438.3  3,539.3  3,638.5  3,753.6  3,815.3  3,800.1  3,997.6  

人数（人） 312  293  288  291  301  306  306  320  
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項目 単位 

第７期 第８期   

平成 30 

年度 

（2018） 

令和元 

年度 

（2019） 

令和２ 

年度 

（2020） 

令和３ 

年度 

（2021） 

令和４ 

年度 

（2022） 

令和５ 

年度 

（2023） 

令和７ 

年度 

（2025） 

令和 22 

年度 

（2040） 

施設サービス 

 介護老人福祉施設 

  人数（人） 553  569  571  573  573  573  623  663  

 介護老人保健施設 

  人数（人） 487  495  492  494  494  494  538  566  

 介護医療院 

  人数（人） 3  4  65  65  65  65  82  88  

 介護療養型医療施設 

  人数（人） 85  73  19  10  10  10    

居宅介護支援 

  人数（人） 2,924  2,950  3,009  3,208  3,288  3,350  3,370  3,516  

※人数は１月当たりの延べ人数の平均値。 
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⑤ 介護保険サービス給付費の見込み 

第８期計画期間における各介護保険サービスにおける利用者数の見込みを

踏まえ、給付費を推計しました。 

 

図表 4-10 介護予防・地域密着型介護予防サービス給付費の見込み（年額） 
単位：千円 

サービス種類 
令和３ 

年度 

（2021） 

令和４ 

年度 

（2022） 

令和５ 

年度 

（2023） 

令和７ 

年度 

（2025） 

令和 22 

年度 

（2040） 

介護予防サービス 

 

介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 14,423  14,431  14,985  15,233  14,738  

介護予防 

訪問リハビリテーション 
11,636  12,878  12,878  13,290  12,878  

介護予防居宅療養管理指導 2,400  2,500  2,707  2,707  2,598  

介護予防 

通所リハビリテーション 
156,086  157,171  157,429  160,648  155,625  

介護予防短期入所生活介護 4,273  4,276  4,276  4,847  4,276  

介護予防短期入所療養介護
（老健） 

1,186  1,186  1,186  1,186  1,186  

介護予防短期入所療養介護
（病院等） 

0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護
(介護医療院) 

0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 54,998  57,598  59,549  60,824  58,798  

特定介護予防福祉用具購入費 4,492  4,195  4,195  4,195  4,195  

介護予防住宅改修 9,833  10,650  10,650  11,473  9,833  

介護予防 

特定施設入居者生活介護 
7,284  7,288  7,288  7,288  7,288  

地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防 

認知症対応型通所介護 
0  0  0  0  0  

介護予防 

小規模多機能型居宅介護 
4,918  4,920  5,869  5,869  5,869  

介護予防 

認知症対応型共同生活介護 
5,509  5,512  5,512  5,512  5,512  

介護予防支援 52,868  53,721  54,107  55,312  53,343  

介護予防サービスの総給付費 329,906  336,326  340,631  348,384  336,139  
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図表 4-11 居宅介護・地域密着型介護・施設介護サービス給付費の見込み（年額） 
単位：千円 

サービス種類 

令和３ 

年度 

（2021） 

令和４ 

年度 

（2022） 

令和５ 

年度 

（2023） 

令和７ 

年度 

（2025） 

令和 22 

年度 

（2040） 

居宅サービス 

 

訪問介護 1,133,567  1,142,328  1,182,967  1,155,578  1,216,118  

訪問入浴介護 25,896  25,141  25,910  25,141  25,910  

訪問看護 168,079  175,207  179,821  178,801  187,313  

訪問リハビリテーション 76,680  77,856  80,139  79,664  83,093  

居宅療養管理指導 75,208  78,804  81,891  81,876  85,622  

通所介護 1,712,691  1,753,961  1,795,976  1,776,191  1,854,857  

通所リハビリテーション 520,136  531,151  543,575  547,939  573,313  

短期入所生活介護 257,781  266,900  273,428  273,825  288,697  

短期入所療養介護（老健） 35,710  36,602  37,474  38,345  40,066  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  

短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  0  0  

福祉用具貸与 318,063  328,111  336,635  334,646  352,272  

特定福祉用具購入費 12,571  12,969  13,305  13,547  13,883  

住宅改修 16,706  17,525  17,525  18,353  18,353  

特定施設入居者生活介護 345,482  355,272  359,941  369,225  386,774  

地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 65,123  65,159  65,994  65,994  68,259  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  0  

認知症対応型通所介護 44,005  44,030  46,414  46,976  46,976  

小規模多機能型居宅介護 272,891  282,539  289,657  289,692  305,250  

認知症対応型共同生活介護 928,987  957,247  969,545  991,233  1,044,344  

地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

113,485  220,111  220,111  227,536  238,306  

看護小規模多機能型居宅介護 25,769  25,783  25,783  25,783  25,783  

地域密着型通所介護 385,053  396,501  403,002  399,852  422,146  

施設サービス 

 

介護老人福祉施設 1,844,060  1,845,083  1,845,083  2,006,365  2,134,783  

介護老人保健施設 1,592,858  1,593,742  1,593,742  1,735,502  1,828,730  

介護医療院 316,545  316,721  316,721  399,734  428,251  

介護療養型医療施設 41,780  41,803  41,803    

居宅介護支援 557,216  571,487  582,713  584,971  611,408  

介護サービスの総給付費 10,886,342  11,162,033  11,329,155  11,666,769  12,280,507  
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⑥ 標準給付費 

標準給付費*とは、総給付費に、特定施設入所者介護サービス費等給付額、高

額介護サービス費等給付額、高額医療合算介護サービス費等給付額、算定対象

審査支払手数料を加えたものです。 

第8期計画における標準給付費*見込額は、合計で約361億3千万円と推計さ

れます。 

図表 4-12 標準給付費の見込み 
単位：千円 

 区分 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 
合計 

総給付費 11,216,248  11,498,359  11,669,786  34,384,393 

 介護予防サービス費 329,906  336,326  340,631  1,006,863 

 介護サービス費 10,886,342  11,162,033  11,329,155  33,377,530 

特定入所者介護サービス
費等給付額 
（財政影響額調整後） 

310,333 283,598 288,277 882,207 

高額介護サービス費等給
付額（財政影響額調整後） 

253,140 256,897 261,134 771,171 

高額医療合算介護サービ
ス費等給付額 

14,614 14,976 15,224 44,814 

算定対象審査支払手数料 14,579 14,941 15,187 44,707 

標準給付費見込額 11,808,914 12,068,771 12,249,607 36,127,292 

※千円単位で四捨五入しているため、各年度と合計額は合致しません。 

 

⑦ 地域支援事業費 

第8期計画における地域支援事業費見込額は、合計で約19億円と推計されま

す。 

図表 4-13 地域支援事業費の見込み 
単位：千円 

 区分 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 
合計 

介護予防・日常生活支援
総合事業費 

372,053 380,547 389,235 1,141,836 

包括的支援事業（地域包
括支援センターの運営）
及び任意事業費 

202,391 209,131 216,025 627,547 

包括的支援事業（社会保
障充実分） 

41,635 42,584 43,555 127,774 

地域支援事業費見込額 616,079 632,263 648,816 1,897,157 

※千円単位で四捨五入しているため、各年度と合計額は合致しません。 
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図表 4-14 地域支援事業の量の見込み 

 

【介護予防・日常生活支援総合事業】 

 項目 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

介護予防・ 
生活支援 
サービス事業 

介護予防・ 

生活支援 

サービス事業 

訪問型サービス 件 5,300 5,400 5,500 

通所型サービス 件 12,200 12,300 12,400 

地域支えあい訪

問介護・通所介

護・移動支援サ

ービス登録団体

数 

団体 3 5 7 

介護予防ケア

マネジメント

事業 

介護予防ケアマ

ネジメント件数 
件 7,100 7,200 7,300 

一般介護予防
事業 

地域介護予防

活動支援事業 

住民運営通いの

場箇所数 
か所 125 130 135 

 

【包括的支援事業・任意事業】 

 項目 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

包括的支援 
事業 
（任意事業） 

地域包括支援

センター運営

事業 

設置箇所数 か所 5 5 5 

相談件数 件 7,500 7,500 7,500 

もやいネット

センター推進

事業 

相談件数 件 2,800 2,800 2,800 

地域ケア会議

推進事業 

介護予防型 

地域ケア会議 

開催数 

回 10 10 10 

在宅医療・介

護連携推進事

業 

会議・研修 

開催回数 
回 12 12 12 

認知症施策総

合推進事業 

初期集中支援 

件数 
件 3 3 3 

認知症サポー

ター数(累計) 
人 15,000 16,000 17,000 

 

 

⑧ 保健福祉事業費 

これまで地域支援事業*で実施していた「ねたきり高齢者紙おむつ給付事業」

を保健福祉事業で実施します。 

第8期計画における保健福祉事業費は、合計で600万円を見込んでいます。  
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（２）日常生活圏域と介護保険サービスの基盤整備 

① 日常生活圏域 

第7期計画の設定を引き継ぎ、7つの圏域（東部・中央1・中央2・中央3・中

央4・西部・北部）を定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 介護保険施設の基盤整備 

特別養護老人ホームについては、広域型の特別養護老人ホーム2床の増床が

見込まれ、地域密着型の特別養護老人ホームを1箇所（29床）整備する予定で

す。なお、既存の1施設（82床）で建て替えが予定されております。 

介護老人保健施設については、2床の増床が見込まれています。 

 

図表 4-15 市内の介護保険施設の定員数等 
 

施設の種別 

令和２年度末 令和３～ 

５年度  

整備数  

（床） 

令和５年 

度末整備 

目標量  

（床） 

施設数 

（か所） 

定員数 

（床） 

特別養護老人ホーム 8 631 31 662 

 
うち地域密着型特別養護 
老人ホーム 

1 29 29 58 

介護老人保健施設 7 552 2 554 

介護医療院 1 57 0 57 

 

  

※日常生活圏域の区域 

①東 部・・・旧熊毛町          

②中央１・・・久米、櫛浜、鼓南 

③中央２・・・周陽、桜木、秋月、岐山、大津島   

④中央３・・・遠石、関門、中央、今宿 

⑤中央４・・・富田、菊川                     

⑥西 部・・・福川、夜市、戸田、湯野、和田 

⑦北 部・・・須々万、長穂、向道、中須、須金、旧鹿野町 
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③ 地域密着型サービスの基盤整備 

小規模多機能型居宅介護については、中央3圏域に1箇所整備する予定です。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、東部・中央1・中央2・中央

4・北部圏域から1箇所整備する予定です。 

看護小規模多機能型居宅介護については、全圏域から1箇所整備する予定で

す。 

地域密着型介護老人福祉施設については、東部・中央1・中央3・中央4・西

部・北部圏域から1箇所整備する予定です。 

 

図表 4-16 小規模多機能型居宅介護の整備 
 

日常生活圏域 東部 中央１ 中央２ 中央３ 中央４ 西部 北部 合計 

既存事業所数 1 1 1 0 1 1 1 6 

整備事業所数 0 0 0 1 0 0 0 1 

 

図表 4-17 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備 
 

日常生活圏域 東部 中央１ 中央２ 中央３ 中央４ 西部 北部 合計 

既存事業所数 0 0 0 1 0 1 0 2 

整備事業所数 ※ ※ ※  ※  ※ 1 

※の内から１箇所を整備 

 

図表 4-18 看護小規模多機能型居宅介護の整備 
 

日常生活圏域 東部 中央１ 中央２ 中央３ 中央４ 西部 北部 合計 

既存事業所数 0 0 0 0 0 0 0 0 

整備事業所数 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 1 

※の内から１箇所を整備 

 

図表 4-19 地域密着型介護老人福祉施設の整備 
 

日常生活圏域 東部 中央１ 中央２ 中央３ 中央４ 西部 北部 合計 

既存事業所数 0 0 1 0 0 0 0 1 

整備事業所数 ※ ※  ※ ※ ※ ※ 1 

※の内から１箇所を整備 
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（３）第１号被保険者の負担割合及び保険料率 

① 第1号被保険者の負担割合 

介護保険給付費は、50％を公費（国、県、市）、50％を保険料で負担します。

第８期計画期間においては、第１号被保険者（65歳以上の方）の負担割合は、

23％になります。 

地域支援事業*の包括的支援事業・任意事業については、第２号被保険者（40

歳以上65歳未満の方）の負担がなく、77％を公費、23％を第１号被保険者の

保険料による財源で構成されます。 

 

図表 4-20 第 1 号被保険者の負担割合 

【介護保険の財源構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域支援事業の財源構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１号

被保険者
23.0%

第２号

被保険者
27.0%

国

20.0%

国

（調整交付金）

5.0%

山口県

12.5%

周南市

12.5%

【居宅サービス費財源構成】

第１号

被保険者
23.0%

第２号

被保険者
27.0%国

15.0%

国

（調整交付金）

5.0%

山口県

17.5%

周南市

12.5%

【施設サービス費財源構成】

第１号

被保険者
23.0%

第２号

被保険者
27.0%

国

20.0%

国

（調整交付金）

5.0%

山口県

12.5%

周南市

12.5%

【介護予防・日常生活支援総合事業の財源構成】

第１号

被保険者
23.0%

国

38.5%

山口県

19.25%

周南市

19.25%

【包括的支援事業・任意事業の財源構成】
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② 介護保険料の段階設定 

第7期計画と同様に、第8期計画は所得段階を12段階とし、割合を設定しま

した。 

市民税世帯非課税層（第1～3段階）は、公費が投入され、保険料率の軽減措

置が行われています。 

 

図表 4-21 介護保険料の段階設定 

 

 

  

段階 対象者 
保険料率 

（軽減後） 

第１段階 

１ 生活保護受給者の方 

２ 世帯が市民税非課税で次のいずれかの方 

 ・老齢福祉年金受給者 

 ・前年の公的年金等の収入金額と合計所得金額から年金収入に
係る所得を控除した額の合計が80万円以下 

0.50 

（0.3） 

第２段階 
世帯が市民税非課税で前年の公的年金等の収入金額と合計所得
金額から年金収入に係る所得を控除した額の合計が80万円を超
え120万円以下の方 

0.75 

（0.5） 

第３段階 
世帯が市民税非課税で前年の公的年金等の収入金額と合計所得
金額から年金収入に係る所得を控除した額の合計が120万円を超
える方 

0.75 

（0.7） 

第４段階 
本人が市民税非課税で前年の公的年金等の収入金額と合計所得
金額から年金収入に係る所得を控除した額の合計が80万円以下
の方 

0.85 

第５段階 
本人が市民税非課税で前年の公的年金等の収入金額と合計所得
金額から年金収入に係る所得を控除した額の合計が80万円を超
える方 

1.00 

 

第６段階 

 

本人が市民税課税で前年の合計所得金額が120万円未満の方 1.15 

第７段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が120万円以上210万円
未満の方 

1.25 

第８段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が210万円以上320万円
未満の方 

1.50 

第９段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が320万円以上500万円
未満の方 

1.70 

第10段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が500万円以上750万円
未満の方 

1.90 

第11段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が750万円以上1,000万
円未満の方 

2.20 

 

第12段階 

 

本人が市民税課税で前年の合計所得金額が1,000万円以上の方 2.50 
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③ 保険料収納必要額と保険料基準額 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の介護保険の運営に必要な

費用（３年間分）や保険料段階別の被保険者数の推計から第１号被保険者の保

険料基準額（月額）は下表のようになります。 

 

図表 4-22 保険料収納必要額と保険料基準額 

単位：千円 

 令和３年度 

（2021） 
令和４年度 

（2022） 
令和５年度 

（2023） 
合 計 

標準給付費見込額（①） 11,808,914  12,068,771  12,249,607  36,127,292 

地域支援事業費（②） 616,079 632,263 648,816 1,897,157 

第１号被保険者負担分 
及び調整交付金相当額 
(③＝((①＋②)×
23％)+((①＋介護予防・日
常生活支援総合事業費)×
5％))  

3,466,797  3,543,704  3,598,579  10,609,080 

調整交付金見込額（④） 649,246  667,283  678,706  1,995,235 

市町村特別給付費等（⑤）  6,000 

介護保険給付準備基金 
取崩額（⑥） 

 500,000 

保険者機能強化推進交付金
等の交付見込額（⑦） 

 60,000 

第７期保険料収納必要額 
（⑧＝③－④＋⑤－⑥－⑦） 

 8,059,845 

予定保険料収納率（⑨）  99.18％ 

所得段階別加入割合補正後
被保険者数（⑩） 

 136,529 人 

月額保険料基準額 
（⑧÷⑨÷⑩÷12） 

 4,960 円 

※千円単位で四捨五入しているため、各年度と合計額は合致しません。 

 

この結果、本市における第１号被保険者保険料基準額（月額）は、4,960円

とします。 
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（４）2025年・2040年のサービス水準等の推計及び第８期計画の目標 

現時点におけるサービスの種類、介護報酬及び各サービスの利用率が継続す

るという仮定でサービス水準を見込んだところ、令和7（2025）年度の推計

値は、標準給付費*と地域支援事業費*の合計が約132億円、令和22（2040）

年度の推計値が約13７億円となり、保険料基準額（月額）はそれぞれ5,659

円、7,393円となります。 

 

令和7（2025）年、令和22（2040）年に向けて、高齢者が可能な限り、

住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう、地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムの一層の深化・推進が重

要となります。 

地域の力を活かして地域包括ケアシステムを強化し、地域と共に創る社会

「地域共生社会」の実現に向けた取り組みを推進することを目標とします。 

 

（５）介護給付等の適正化への取り組み及び目標 

介護給付等の適正化については、認定調査員、介護認定審査会委員の研修の

定期的な開催、「技術的助言事業」を実施し、認定適正化専門員からの助言を受

けるとともに、介護認定審査会運営や審査判定手順に係る意見交換に取り組ん

できました。 

要介護（要支援）認定者数の増加に伴う、介護給付等に要する費用の増大が

予測されることから、介護サービスが適切に提供されるよう、介護給付等に要

する費用の適正化に取り組みます。 

 

① 適正な認定調査実施体制の確保 

認定調査員の研修や調査を委託する事業所への指導等を通して、適正な認定

調査を実施する体制を確保します。 

 

事業内容 

実績値 計画値 

令和元年度 

(2019) 

令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

認定調査員研修 3 回 4 回 4 回 4 回 
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② 認定審査の平準化 

審査会資料を事前に点検することや認定審査会委員の研修を通じて、認定審

査会の各合議体の平準化を図るとともに、判定について全国の保険者との差異

の分析を行い、適正な審査体制を確保します。 

 

事業内容 

実績値 計画値 

令和元年度 

(2019) 

令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

認定審査会委員研修 2 回 2 回 2 回 2 回 

 

③ ケアマネジメントの適正化 

居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所*に対し、ケアプラン*の点検を行

い、自立支援・重度化防止に資する適切なケアプラン*となっているか、介護支

援専門員*（ケアマネジャー）とともに検証・確認し、介護支援専門員*の資質

向上を支援します。 

 

事業内容 

実績値 計画値 

令和元年度 

(2019) 

令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

ケアプラン
の点検 

件数 52 件 50 件 50 件 50 件 

事業所数 21 事業所 20 事業所 20 事業所 20 事業所 

 

④ 給付内容の点検等 

給付内容の縦覧点検及び医療情報との突合を実施する他、国保連の適正化シ

ステム*による提供データの活用により、給付費の適正化を図ります。 

 

事業内容 

実績値 計画値 

令和元年度 

(2019) 

令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

縦覧点検・医療情報との 
突合 

12 回 12 回 12 回 12 回 
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⑤ 住宅改修等の点検 

住宅改修及び福祉用具に係る給付において、必要に応じ、実態確認や施工状

況を点検します。また、リハビリテーション専門職*による点検を推進します。 

 

事業内容 

実績値 計画値 

令和元年度 

(2019) 

令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

住宅改修実態調査 4 件 5 件 5 件 5 件 

福祉用具実態調査 0 件 2 件 2 件 2 件 

 

⑥ 介護給付通知 

保険給付の状況を送付し、受給者や事業者に対して適切なサービス利用の意

識啓発を図ります。 

 

事業内容 

実績値 計画値 

令和元年度 

(2019) 

令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

介護給付通知書送付回数 2 回 2 回 2 回 2 回 

 

（６）人材の確保及び資質の向上【重点】 

介護サービスの提供基盤の安定化として、人材の確保及び資質の向上のため、

山口県の介護人材確保総合対策事業*において、介護の魅力発信、職業イメージ

の向上を図る事業が実施されており、市としても、県の事業を補完する取り組

みを進めています。 

昨今の介護者が介護のために勤め先を辞めざるをえない、いわゆる「介護離

職*」を防ぐ、介護離職*「ゼロ」を目指し、安定的かつ良質なサービスの提供

体制を整備するため、まず社会福祉施設などの介護人材ニーズの把握に努めま

す。そして、介護サービス等を担う人材の育成・確保に向けた取り組みとして、

多様化する福祉・介護ニーズに的確に対応できる地域人材の養成・確保に、NPO

法人（特定非営利活動法人）や大学等と連携して取り組みます。 
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【 主な取り組み 】 

事業名 主な取り組みの事業概要 

介護人材の確保 ＮＰＯ法人や大学と連携し、地域人材の育成定着を目指します。 

介護職場でICT（情報通
信技術）の活用等合理
的なサービス提供の確
保 

県と連携し、個々の申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化、様
式例の活用による標準化及びICT等の活用を進め、介護事業者及び自治
体の業務効率化に取り組みます。 

 

 

（７）目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表 

本計画に基づく事業の実施状況、目標の達成状況、評価等については、毎年、

高齢者保健福祉推進会議において報告、協議し、ＰＤＣＡ（Plan（計画）→ Do

（実行）→ Check（評価）→ Act（改善））サイクルにより、必要に応じて見

直しながら、実情に応じた事業の円滑な実施に努めます。その際、データの利

活用の促進や、そのための環境整備に取り組みます。 

また、国の福祉施策の抜本的な見直し、社会状況の変化時でも、これらの状

況に柔軟に対応するため、必要に応じて関係会議を中心に施策の再検討を行い、

本計画の見直しを行います。評価等の結果については、ホームページ等を通し

て周知を図ります。 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
  



 
 

 

 



 
83 

 

      資料編 

 

 

１ 計画の策定経緯 

 

日 付 名 称 内 容 

令和元年６月１日～ 
令和２年４月３０日 

アンケート調査の実施 
 

在宅介護実態調査 

令和2年5月8日～ 
令和２年5月31日 

アンケート調査の実施 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

令和２年７月28日 
第1回周南市高齢者 

保健福祉推進会議 

（１）「第８次老人保健福祉計画・第７
期介護保険事業計画」の進捗状況
について 

（２）「介護予防・日常生活圏域ニーズ
調査及び在宅介護実態調査の結
果」について 

（３）「計画策定方針」について 

令和２年９月30日 
第２回周南市高齢者 

保健福祉推進会議 

（１）「第９次老人保健福祉計画・第８
期介護保険事業計画」の体系・
骨子の検討について 

令和２年11月16日 
第３回周南市高齢者 
保健福祉推進会議 

（１）「第９次老人保健福祉計画・第８
期介護保険事業計画」の素案に
ついて 

（２）保健福祉事業（高齢者紙おむつ
支給事業）について 

令和３年１月15日〜 
令和３年２月15日 

パブリックコメント 
の実施 

周南市高齢者プラン「第9次老人保健
福祉計画・第8期介護保険事業計画」
（素案）について意見募集 

令和３年３月19日 
第４回周南市高齢者 

保健福祉推進会議 

（1）令和２年度事業進捗状況について 

（2）パブリック・コメントの結果につ
いて 

（３）介護保険財政の見込み、第1号被
保険者の保険料について 
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２ 周南市高齢者保健福祉推進会議委員名簿 

 

氏名 役職名 備考 

徳重  柳子 徳山大学 教授 会長 

溝部  義春 周南保健福祉センター 保健福祉企画室主査  

武居  道彦 
（一般社団法人）徳山医師会 在宅療養支援部会 
部会長 

 

蔵 田  聡 （一般社団法人）徳山歯科医師会 会長  

三浦  哲哉 
（社会福祉法人）周南市社会福祉協議会    

  事務局長 
 

小林  秀行 周南市民生委員児童委員協議会 副会長 副会長 

原田  邦昭 周南市老人クラブ連合会 会長  

堀家  幸美 周南西部地域包括支援センター センター長  

國兼 由美子 周南認知症を支える会 会長  

藤本  真樹 周南市介護支援専門員協会 会長  

石川  良興 特別養護老人ホーム くりや苑 施設長  

堀本  玲子 山口県訪問介護事業所連絡協議会 監事  

井上  敏弘 一般公募  

杉村  義男 一般公募  

信吉  重治 一般公募  
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３ 用語解説 

【あ行】 

いきいき百歳体操 

介護予防への効果が実証されている、おもりを使った約40分間の筋力運動。 

 

【か行】 

介護給付費の適正化 

平成29年の介護保険法改正により、市町村が介護給付等に要する費用の適正化に関し、取り組む

べき施策およびその目標を定めるものとされ、国の指針では「要介護認定の適正化」「ケアプランの

点検」「住宅改修等の点検」「縦覧点検・医療情報との突合」「介護給付費通知」が主要５事業とされ

ている。 

介護支援専門員 

「介護保険法」に規定された専門職で、『要介護者又は要支援者からの相談に応じ、及び要介護者

等がその心身の状況等に応じ各種サービス事業を行う者等との連絡調整等を行う者であって、要介

護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識及び技術を有するものとし

て介護支援専門員証の交付を受けたもの。』と定められる。居宅介護支援事業所や介護保険施設に必

置とされている職種で、一般にケアマネジャーとも呼ばれる。 

介護人材確保総合対策事業 

不足する介護人材の確保に向けて、学生等の新たな人材の参入促進など多様な人材の確保・育成、

福祉・介護分野の魅力発信による職業イメージの向上等の総合対策を県が実施する事業。 

介護予防支援事業所 

業務委託を受け、要支援者が介護予防サービス等を適切に利用できるよう、心身の状況、置かれ

ている環境、要支援者の希望等を勘案し、介護予防サービス計画の作成やサービス事業者等との連

絡調整を行う事業所。 

介護離職 

家族を介護するために労働者が仕事を辞めること。高齢者人口の増加とともに、要支援・要介護

認定者数は増加を続けており、今後もその傾向は続くことが見込まれることから、国においても「必

要な介護サービスの確保」と「家族支援・働く環境改善」を掲げ、介護離職ゼロに向けた取組を推

進している。 

輝きクラブ周南 

市老人クラブ連合会の愛称。 

鹿野高齢者生産活動センター 

高齢者の生きがいづくりとして、高齢者が働く喜びと生きがいを感じ、高齢者の連帯感を譲成し

ながら次元の高い高齢者福祉を推進していくことを目的とした施設。 
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急性期・回復期・生活期リハビリテーション 

リハビリテーションは、急性期、回復期、生活期、終末期と４つのステージに分けられる。急な

病気やケガの治療直後もしくは治療と並行して行われる「急性期リハビリテーション」、その後のよ

り実践的な「回復期リハビリテーション」、日常生活の維持または改善を目的として行われる「生活

期リハビリテーション」、症状の改善が困難な状況の患者に対し、最期までその人らしい人生を過ご

していただくための「終末期リハビリテーション」がある。 

協議体 

生活支援・介護予防サービスの体制整備に向け、市町村が主体となって行う生活支援コーディネ

ーターや地縁組織、民間企業等の多様な関係主体間の定期的な情報の共有・連携強化の場。活動範

囲としては、市全域の第１層と中学校区域の第２層があり、第１層は広域での支え合いのまちづく

りについて、第２層は地域での助け合い活動の提案や取り組みについて話し合う場として機能する。 

ケアプラン 

要支援、要介護に認定された本人や家族の希望に添った介護サービスを適切に利用できるように、

本人や家族の心身の状況や生活の環境などに配慮し、利用する介護サービスの種類や内容を定めた

「介護サービスの利用計画」。 

ケアマネジメント 

要介護者や要支援者、家族からの相談に応じて、要介護者等が心身の状況に応じた適切なサービ

スを利用できるよう支援するとともに、サービス事業者などとの連絡調整を行い、要介護者等のケ

アプランを作成する業務。 

高齢者虐待 

高齢者が、他者からの不適切な扱いにより権利権益を侵害される状態や、生命、健康、生活が損

なわれるような状態に置かれること。 

高齢者の見守りネットワーク 

「民生委員」「福祉員」などによる、見守り・支え合い活動を行う中で、個別の課題をできるだ

け早い時期に発見することを目的とした活動。 

コーホート変化率法 

各コーホート（同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集団）について、過去における実績人

口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法。 

 

【さ行】 

在宅医療介護連携会議 

在宅医療と介護が一体的に提供できる体制の構築を目的とし、課題の抽出と対応策の検討・今後

の方針決定（優先的に取り組む課題等）・検討結果の承認を行う会議。 

社会福祉協議会 

社会福祉法に基づいた民間の団体で、誰もがこれからも安心して暮らしていくことができるよう

に、地域に対する福祉を進めていくことが目的。 
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しゅうなんスマートライフチャレンジ 

国が推進する健康寿命を延ばす国民運動「スマートライフプロジェクト」の一環として、市民が

自発的かつ積極的に取り組めることを目的とし、地域、企業、関係団体等と連携して進める「いつ

でも、どこでも、だれでも」気軽に取り組める健康チャレンジを周南市健康づくり計画推進の一環

として進めている。 

住民運営の通いの場 

介護予防への効果が実証されている「いきいき百歳体操」を、住民主体で週1回行う地域の通いの

場。 

自立相談支援センター 

生活困窮者自立支援法に基づいて、経済的に生活困窮に至った方々を自立に向けて支援する相談

支援機関。 

人生会議 

ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の愛称。もしものときのために、自分が望む医療や

介護について前もって考え、信頼できる家族や友人、必要に応じて医療・介護の専門職（医師やケ

アマネジャーなど）と繰り返し話し合い、共有する取組。 

生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備のため、地域において、生活支援の担い手の養

成やサービスの開発、関係者のネットワーク化などを行う役割を果たす者。 

 

【た行】 

地域ケア会議 

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進めていく、地域包

括ケアシステムの実現に向けた手法。地域包括支援センター等が主催し、医療・介護等の多職種が

協働して高齢者の個別課題の解決、ケアマネジメントの実践力向上、個別ケースの課題分析等を重

ね、地域に共通した課題を明確化し、資源開発や地域づくり、政策形成につなげるもの。 

地域支援事業 

介護保険事業の中で行われる事業は、「介護給付・介護予防給付」と「地域支援事業」に大別され

る。「地域支援事業」は、要介護・要支援状態になることを予防し、社会に参加しつつ地域において

自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的にしている。 

地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業） 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち、判断能力が不十分な方が地域において自立し

た地域生活が送れるよう、福祉サービスの利用援助等の支援をすることを目的とした事業。  
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地域包括ケア計画 

「団塊の世代」が後期高齢者となる 2025 年を見据えた中長期的なサービス給付・保険料水準の

推計、地域包括ケアシステムの構築に向けた計画で、第６期（平成27年度～29年度）以降の市町村

介護保険事業計画は、「地域包括ケア計画」と位置付けられ、2025年までの各計画期間を通じて地域

包括ケアシステムを段階的に構築することとしている。 

地域包括ケア推進会議 

市が主催し、市と地域包括支援センターが定期的に業務や地域の課題、その解決策や取組等につ

いて検討を行う会議。 

地域包括支援センター 

高齢者が生活する地域の中で、さまざまな組織や機関、関係団体と連携して、高齢者の生活を支

える相談機関としての役割を担い、住みなれた地域で安心して暮らしていくために、さまざまな面

から総合的に支援する為の中核機関。市内に５か所設置。 

適正化システム 

国保連合会介護給付適正化システムの略で、不適切なサービスの解消及び不正の根絶のために、

通常の介護給付審査で検出困難な不適切もしくは不正な事業所や利用者を発見し、給付の適正化に

活用していくための資料を提供することを目的として、平成16年２月から運用されているシステム。 

 

【な行】 

日常生活圏域 

地域支援事業や地域密着型サービスを提供する際の整備単位。保険者が、地理的条件・人口・住

民の生活体系・学校区・地域づくり単位などの地域特性を踏まえて設定する。 

認知症カフェ 

認知症の人が継続的に通うことで、情緒的な安定を促し認知症の進行予防に効果的であるとされ、

認知症の人やその家族、地域住民、専門職等の誰もが参加できる場。 

認知症サポーター 

認知症に関する正しい知識や認知症の人に対する接し方を学ぶ認知症サポーター養成講座を修

了し、認知症の人やその家族を地域で温かく見守り支援する人。 

認知症徘徊ＳＯＳネットワーク 

高齢者などが徘徊等により行方不明になったときや、身元が判らない方が保護されたときに、警

察だけでなく地域や事業所が協力し、速やかに行方不明者を発見または身元を確認する仕組み。 

 

【は行】 

標準給付費 

介護給付費と予防給付費をあわせた総給付費に特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、

高額医療合算介護サービス費、算定対象審査支払手数料を加えた費用。 
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ふれあい・いきいきサロン 

ひとり暮らしの高齢者など、家で閉じこもりがち、話し相手がいない、寂しいといった不安や悩

みを持った人が自治会館や公民館などの身近な場所に集まり、「仲間づくり」「出会いづくり」につ

なげるための活動拠点。 

フレイル予防 

加齢により、心身の働きや社会的つながりが弱くなった状態（フレイル）から、要介護状態にな

ることを予防すること。 

 

【ま行】 

看取り 

もともと「病人のそばにいて世話をする」、「死期まで見守る」、「看病する」という患者を介護す

る行為そのものを表す言葉だったが、最近では人生の最期（臨死期）における看取りを持って、単

に「看取り」と言い表すことが多くなっている。 

見守り配食サービス 

安否確認の必要な方で、身体的・精神的理由により外出や調理などの日常生活に支障がある、家

族からの援助が見込めない65歳以上の高齢者のみの世帯又は障害者のみの世帯を対象に、配食を通

じて対象者の安否確認を行うとともに生活機能の維持及び向上を目指したサービス。 

もやいネット支援事業者 

日常業務の中で高齢者等の見守り活動を行い、高齢者等の異変を察知した場合には、その情報を

市や関係機関に連絡することにより、高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らせる環境づくりを

推進する、地域の方々と関わりのある事業者。令和３年３月31日現在で、68事業者が協定締結して

いる。 

もやいネットセンター 

高齢者が安心して暮らせるよう、平成25年4月に設置された相談窓口で、平成28年1月からは高齢

者をはじめ子ども・障害・生活困窮者などの「福祉総合相談窓口」として対応にあたっている。 

 

【ら行】 

リハビリテーション専門職 

理学療法士（PT）、作業療法士（OT）、言語聴覚士（ST）のこと。 

 

【数字／英字】 

ＱＯＬ 

「Quality Of Life」の略で、ひとりひとりの人生の内容の質や社会的にみた『生活の質』のこと

を指し、ある人がどれだけ人間らしい生活や自分らしい生活を送り、人生に幸福を見出しているか、

ということを尺度としてとらえる概念。 
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